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(その1)では、主として、外国籍の子どもの教育への権利が行政実務上

どのように取扱われているのかを見た。(その2)では、これに関連する日

本の教育法制を分析した。(その3)では、これについて、主として一般国

際法の視点から分析した。(その4)では、国際人権法の不遵守現象がなぜ

起きてきているのかを聞い、世界人権宣言以下の国際人権法がなぜ日本に

導入されてこなかったのかについて論述している。(その日では、英国と

フィンランドを事例として、比較法的な観点から、外国籍の子どもの義務

教育への権利が諸外国ではどのように実現しているかを見た。本論文(そ

の6・完)は、(その1)、(その2)、(その3)、(その4)及び(その5)の続

編であり、完結編である。原則として2006年教育基本法改正前の状況を前

提にしている。ここでは、世界人権宣言以下の国際人権法の発展がどのよ

うに外国籍の子どもの義務教育への権利を保障するようになったかを概観

し、比較法的な観点からヒントを得て、近未来及び100年後を見据えて、

日本が国際人権法をどのように実現することができるかについて提言す

る60

5 戸騒悦朗「外国籍の子どもの教育への権利と教育法制(その日国際人権法の

視点から教育基本法「改正J問題を振り返る」飽谷法学44巻1号 (2011年)、 92-
141頁。

6 (その1)でも述べたとおり、本論文はすべて上記した法「改正」過程であ

る2∞6年中の状況を基礎に執筆された。本論文で「教育基本法」という場合は、
2006年法「改正J前の教育基本法を指しているほか、関連法規と行政実務につい
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四.国際人権法の発展と日本教育法改革の必要性

四一1.一般国際法原則と国際人権法の関係

(その3)で検討したとおり、戦前から戦後にかけて、横田喜三郎教授及

ぴ同様の学説をとなえる国際法学者は、外国人には兵役の義務と同様、教

育への義務を課すことができないとしてきた。筆者の研究では、これが、

一般国際法として確立した原則だったかどうかは確認できなかったo しか

し、仮に、一般国際法上の原則がそのようなものだったとしても、以下に

列挙するように、戦後国連によって採択された国際人権条約が発効し、日

本国によっても締結されてきたことから、法的には状況が変わった。

第lに、「特別法は一般法に優先するJ7という、一般法と特別法の関係が

ある。仮に、横田教授らが主張するような一般国際法の定めがあったとし

ても、外国籍の子どもの義務教育への権利に関して、人権に関する特別の

定めがある場合は、一般国際法の定めより特別の国際人権法の定めの方が

優先する。

第2に、「後法は前法を廃すJ8の法諺にしたがい、前法である一般国際法

に対して、後法である国際人権条約が優先する。外国人にも義務教育を課

すとする国際人権法の制定(社会権規約・自由権規約は1966年制定)、批

准 (1979年)は、最近のことである。以下述べるとおり、横田説より後の

ことであるから、以前に教育への義務を外国人に課してはならないという

戦前からの国際法原則(前法)があったにせよ、国際人権法(後法)に

よって廃止されたと考えて良い。

て触れている場合も当時の法令と実務を指しているので、その点に留意されたい。

7 我妻栄(編集代表)r.新版法律学辞典』有斐閥、 1967年、 33-34頁。

8 “Lex posterior derogat legi priori人同書『新版法律学辞典j、378頁。
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四一2.国際人権法の制定の歴史

そこで、特別法である国際人権法が、同時に後法である歴史的事実を証

明する必要がある。

(その4)で検討したとおり、 1945年6月26日国連憲章の制定以後、国際

社会は国際法によって人権を保障する行動に着手した。

他方、 1947年5月3日施行された日本国憲法(1946年11月3日公布)98条2

項は、「日本国が締結した国際条約及び確立された国際法規は、これを誠

実に遵守することを必要とする。」と定めた。この定めにより、第1に、締

結された条約は、囲内法に編入され、裁判上の法規範となる。第2に、法

律は、締結済みの国際条約より下位にあるので、条約に違反する法律は無

効となるo

四一2-1.世界人権宣言:rすべて人Jのための教育への権利の承認
1948年12月10日国際連合総会が世界人権宣言を採択した。国連は、宣言

が定めた原則を条約によって実施しようと行動し続け、その後の国際人権

法の発展に努めた。ところが、国際人権法にかかわる諸条約を日本が締結

し、これらが日本法に編入されるようになる過程で、宣言が定めた原則に

従って、法的に大転換が起きていたにもかかわらず、以下の重要な点が見

過ごされてしまった。

世界人権宣言第26条第2項は、教育の目的を定め、「人格の完全な発展並

びに人権及び基本的自由の尊重の強化を目的としなければならないo. • • J 

と規定した。それとともに、その第1項は、「すべて人は、教育を受ける権

利を有する。教育は、少なくとも初等の及び基礎的の段階においては、無

償でなければならない。初等教育は、義務的でなければならない。技術教

育及び職業教育は、一般に利用できるものでなければならず、また、高等

教育は、能力に応じ、すべての者にひとしく開放されていなければならな

い。Jと定めた。

(躍法 '11)44・2.121 (日9)
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同条は、教育への権利を持つ主体を「国民」に限定せず、「すべて人J

としたo 宣言は、「国民」のみならず、外国人を含むインクルーシプな教

育を保障することをすべての固に求めたのである。

宣言第2条l項も、「すべて人は、人種、皮腐の色、性、言語、宗教、政

治上その他の意見、国民的若しくは社会的出身、財産、門地その他の地位

又はこれに類するいかなる事由による差別をも受けることなしこの宣言

に掲げるすべての権利と自由とを事有することができる。Jと定め、「すべ

て人」に対する、「国民的・・出身」など「いかなる事由Jによる差別も

禁止した。ここでも、「国民Jのみならず、外国人への「この宣言に掲げ

るすべての権利」の事有について差別することがないことを保障した。

このときには、日本は、まだ国連に加盟してはいなかったが、サンフラ

ンシスコ平和条約の調印(1951年9月8目、 1951年11月28日批准書寄託)及

び国連への加盟申請(1952年6月23日加盟申請1956年12月18日発効)に際

して、日本も宣言の目的の実現に努力することを約束した。

その後様々な人権に関する条約・宣言が採択され、国際人権法は急速に

発展したo それに伴い、「すべて人」を教育への権利の主体とするという

国際法の転換は、さらに強化され続け、国際法上不動のものとなって行っ

た。

四ー2-2.国際人権条約の締結

その後世界人権宣言26条、岡2条は、具体的に国連が制定した人権諸条

約を通じて、法的拘束力ある国際文書となってきた。

教育への権利の保障についても、外国人差別禁止についても、日本が批

准済みの2つの国際人権規約及び子どもの権利条約が問題になる。いずれ

も、憲法98条2項が国に遵守を命じている締結済みの国際条約であって、

法的拘束力を持つ国際法上の法源である。当面これら3条約について検討

してみたい
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四一2-2-1.国際人権条約の締結

1966年12月16日国連総会は、 2つの国際人権規約、「経済的、社会的及び

文化的権利に関する国際規約J[社会権規約]、「市民的及び政治的権利に

関する国際規約J【自由権規約}並びに同規約選択議定書【自由権規約第

1選択議定書}の3つの条約を採択した。その後効力発生まで10年かかった

が、社会権規約は1976年1月3日に、自由権規約及ぴ同第1選択議定書は同

年3月23日にそれぞれ発効した。

日本は、 1978年5月30日に両規約に署名し、 1979年6月21日に批准番を寄

託した。しかし、自由権規約委員会への個人通報権を保障する自由権規約

第l選択議定書への署名はしないまま今日に至っている。

1989年11月20日国連総会は、「児童の権利に関する条約J【子どもの権利

条約]を採択した。この条約には、多数の国が署名したので、採択後l年

を経ずして、 1990年9月2日に発効した。

日本は、 1990年9月21日署名し、 1994年4月22日に批准書を寄託した。

VII -2-2-1-1.教育への権利に関する条約

①社会権規約13条1，2項

は、以下のように教育への権利を保障している。

il この規約の締約国は、教育についてのすべての者の権利を認める。締

約国は、教育が人格の完成及び人格の尊厳についての意識の十分な発達を

指向し並びに人権及び基本的自由の尊重を強化すべきことに同意する。更

に、締約国は、教育が、すべての者に対し、自由な社会に効果的に参加す

ること、諸国民の聞及び人種的、種族的又は宗教的集団の聞の理解、寛容

及び友好を促進すること並びに平和の維持のための国際連合の活動を助長

することを可能にすべきことに同意する。

2 この規約の締約国は、 1の権利の完全な実現を達成するため、次のこと

(随法 '11)44・2.123 (511) 
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を認める。

(a)初等教育は、義務的なものとし、すべての者に対して無償のものとす

ることo • • J 

ここで、注目すべきは、社会権規約は、外国人を含め、日本の管轄下に

あるすべての者に適用され、その13条l項は、教育についての「すべての

者Jの権利を保障しているので、日本に居住する外国人を権利主体として

含むことである。

また、同条2項 (a)は、初等教育は「義務的Jなものとし、「すべての

者Jに対して「無償Jのものとすると定めていることにも注目する必要が

ある。初等教育は、無償の義務教育でなくてはならず、日本に居住する外

国籍の子どもを含め、「すべての者Jに保障されていることは明確である。

②子供の権利条約28条l項

n 締約国は、教育についての子どもの権利を認めるものとし、この権
利を漸進的にかつ機会の平等を基礎として達成するため、特に、

(1)初等教育を義務的なものとし、すべての者に対して無償のものとす

る。・.J 

と定めている。

子供の権利条約は、「その管轄の下にある児童J(2条)に対して、適用

されるので、日本籍の子どもばかりか、日本に居住する外国籍の子どもを

含め、すべての子どもに適用される。

その28条1項は「教育についての児童の権利」を保障し、同条同項 (a)

は、「初等教育は義務的なものとし、すべての者に対して無償のものとす

るJと定めている。

上記の社会権規約13条l項と同じ内容 (f無償」の義務教育)の初等教育

を、外国籍の子どもを含め、すべての子どもに保障している。

(胞法・11)44・2.124 (512) 
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①社会権規約13条3項

社会権規約13条3項は、

r3 この規約の締約国は、父母及び場合により法定保護者が、公の機関
によって設置される学校以外の学校であって国によって定められ又は承認

される最低限度の教育上の基準に適合するものを児童のために選択する自

由並びに自己の信念に従って児童の宗教的及ぴ道徳的教育を確保する自由

を有することを尊重することを約束する。J

と定めている。

同条3項が、保護者の学校選択権 (r公の機関によって設置される学校以
外の学校Jを選択する保護者の自由)を保障していることにも留意すべき

である。

このように、国際人権法は、外国籍の子どもたちにも、日本籍の子供た

ちとまったく同じ教育への権利を保障しているにもかかわらず、日本政府

は、外国籍の子どもから義務教育への権利(日本籍の子どもには保障して

いる)を剥奪しているo

四ー2-2-1-2.外国人差別禁止に関する条約

①社会権規約第2条第2項

社会権規約第2条第2項は、

r2 この規約の締約国は、この規約に規定する権利が人種、皮庸の色、
性、言語、宗教、政治的意見その他の意見、国民的若しくは社会的出身、

財産、出生又は他の地位によるいかなる差別もなしに行使されることを保

障することを約束する。jと定めている。

社会権規約2条2項が、「これらの条約が保障する権利J(社会権規約13条

1，2項の権利を含む)について、「国民的・・出身Jを理由とする「いかな

(飽法・11)44・2.125 (513) 
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る差別」をも禁止しているのであって、外国籍の子どもへの差別も禁止し

ていることは明らかである。

②子供の権利条約第2条1項

子供の権利条約第2条l項は、

「締約国は、その管轄の下にある児童に対し、児童又はその父母若しく

は法定保護者の人種、皮膚の色、性、言語、宗教、政治的意見その他の意

見、国民的、種族的若しくは社会的出身、財産、心身障害、出生又は他の

地位にかかわらず、いかなる差別もなしにこの条約に定める権利を尊重

し、及び確保する。J

と定めている。

「その管轄の下にある児童Jは、日本に居住するすべての子どものこと

を意味するから、日本籍のみならず、外国籍の子どもも権利の主体に含

まれているo 締約国は、「国民的、・・出身Jその他の地位にかかわらず、

「いかなる差別もなしに」この条約の定める権利(上記28条の教育への権

利を含む)を尊重・確保することを約束している。

③自由権規約26条

自由権規約26条は、

「すべての者は、法律の前に平等であり、いかなる差別もなしに法律に

よる平等の保護を受ける権利を有する。このため、法律は、あらゆる差別

を禁止し及び人種、皮膚の色、性、言語、宗教、政治的意見その他の意

見、国民的若しくは社会的出身、財産、出生又は他の地位等のいかなる

理由による差別に対しでも平等のかつ効果的な保護をすべての者に保障す

る。J

と定めて、「法の下の平等」を要求していることはきわめて重要である。

第lに、自由権規約26条が定める「法の下の平等Jは、自由権規約が保

(臨法 '11)44・2.126 (514) 



外国簡の子どもの教育への権利と教育法制(その6・完)

障する権利のみならず、社会権規約が保障する権利(教育への格利を含

め)にも及ぶとされている。第2に、さらに、圏内法の下で定められた権

利に関しでも、 f法の下の平等」をも要求していることにも留意すべきで

ある。

とりわけ、自由権規約26条に注目すべきである。これを含む上記の差別

禁止規定から言えば、日本籍のこどもに就学への権利を保障するあらゆる

法律上の規定は、外国籍の子どもに対しても等しく適用きれない限り、同

26条をはじめ日本が遵守する義務を負うこれらの条約についての違反を構

成するといわねばならない。

少なくとも(その1)及び(その2)で分析した以下の3点で、外国籍の

子どもは日本籍の子どもに保障された圏内法上の地位を認められていな

¥'¥0 

差別的な取り扱いを、以下に列挙する。

①学校教育法施行令の外国籍の子どもの就学名簿搭載規定の欠如、

②自治体による外国籍の子どもの就学名簿への不搭載、

③自治体による外国籍の子どもの保護者への就学通知の不通知による

差別的取り扱い。

以上3点で、日本政府と自治体による国際人権条約違反の差別的取り扱

いがなされていると言わざるを得ない。

四一3.国際人権機関による実施

ところが、日本政府は、上記したような経緯のなかで、特別法であり且

つ後法である国際人権法による戦後の大転換の意義を全く理解しようとし

なかった。

日本は、世界人権宣言採択後60年以上が経過した後である今日に至る

も、教育の目的は、「すべて人Jすなわち「人類Jの構成員の育成ではな
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く、「国民の後継者の育成jであるという固定観念に固執し続けている。

日本政府は、国際人権法を理解しなかったばかりか、国際人権法を無視す

る官僚に支配され続け、国際人権法の導入、文字通りの適用およびその実

施を、あらゆる不適切な理由を挙げて、回避し続けてきたのである。

マスメディアも立法府も司法府も、国際人権法を理解しないのは過去の

歴史が示している。今も、このことについては、ほとんど無関心である。

日本国内での救済は、不可能と思われ、国際人権機関への訴え以外には

救済手段がない状況である。

四-3-1.国連人権条約機関への情報提供

国際人権法政策研究所(筆者は事務局長)の本岡昭次所長(前参議院副

議長)は、 2006年3月4日神戸で聞かれた研究会で、外国人である子どもが

教育への権利を奪われており、国際人権法違反であるのに日本政府が国連

社会権規約委員会への報告書でこれに触れてこなかったので、「研究所と

してカウンターレポートを国連に提出することにしたいjと決意を表明し

た。

それ以後、国際人権法政策研究所は、機会を捉えて、人権条約機関によ

る政府報告書審査があるつど、代替報告書を提出してきた。

四-3-1-1.自由権規約委員会 (HRC)

日本政府は、自由権規約委員会に対して定期的に報告書を提出するが、

外国籍の子どもの差別については、報告してこなかった。そこで、同研究

所は、第94回自由権規約委員会9に対して、 NGOとして代替報告書「外国

籍の子どもの教育への権利と日本教育法制JI0を提出した。日本政府報告書

9 Human悶gh包Committee，94出Session(13-31 October 2008)， Geneva. h回;Lj_
www2.ohchr.orAI emdishlbodieslhrc/hrcs例.htIn Viぉi旬don 13 May 2011. 

10 A1ternate report: Submitted by Research Institute of International Human悶gh包
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は、 2008年10月28日から29日の聞に審査されたが、委員会の最終所見には

この問題に関する記載はない。

四一3-1-2.子どもの権利委員会 (CRC)

日本政府は、子どもの権利委員会に対して定期的に報告書を提出する

が、外国籍の子どもの差別については、報告してこなかった。そこで、同

研究所は、子どもの権利条約28条に関する国際的な研究書11の研究を踏ま

え、子どもの権利委員会に対して、代替報告書を提出した。そこで、同

研究所は、第54因子どもの権利委員会12に対して、 NGOとして代替報告書

「外国籍の子どもの教育への権利と日本教育法制J13を提出した。この報告

書は、子どもの権利条約違反に力点はあるが、実質的には、 HRCへの代替

報告書と同趣旨である。日本政府報告書は、 2010年5月28日に審査された

が、委員会の最終所見にはこの問題に関する記載はない。

四一3-2.国際人権機関への個人通報権は保障されるか?

国連人権条約機関による政府報告書審査の手続は、使いやすいが、実効

性においては、個人通報権手続に劣る。最高裁判所で敗訴した被害者が国

Law Policies (RIIHRLP)ー百leright to education of Foreign Chi1dren and the 

Jananese education laws -Prepared by Mr. MOTOKA Shoji加 dDr. TOTSUKA， 

Etsuro 

httD:/ /www2.ohchr.orJl/enJllish/bodies/hrc/docs/ nJlos/RIIHRLPJ aDan94.doc 

Visited 0013 May2011. 

11 国際人権法政策研究所編=ミーク・ベルハイド箸・平野裕二訳『註釈・子ども

の権利条約28条:教育についての権利j、現代人文社、 2007年。

12 Committee on血eRigh飴ofthe Child 54由 (25May・11June 2010) . 

http://www2.ohchr.org/ english/bodies/ crc/ crcs54.h凶 Visitedon 13 May 2011. 

13 Alternate report Submitted by Research Institute of International HUs1an Righ包

Law Policies (則IHRLP)ー割問 rightto education of Foreigo Chi1dren and the 

Japanese education laws-

h伽://www.crin.orJl/docs/Research%20In副知te%200飢20IHRLP%2OJAPAN.doc

Visited on 14 May 2011. 
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達人権機関に個人として通報できる権利を与える手続条約の締結があれ

ば、被害者個人がこの権利を行使できるが、日本政府はその締結を拒否し

続けている。

四一3-2-1.自由権規約第l選択議定書批准の遅延

ところが、個人通報格条約の批准をマニフェストで公約した民主党が政

権を獲得した直後の2009年9月、千葉景子法務大臣(当時)が就任記者会

見で、これを重点課題として公約して以来、自由権規約第l選択議定書等

個人通報権条約の締結への期待が一気にたかまった。

四ー3-2-2.ピレイ人権高等弁務官の来日

筆者は、直ちにこのニュースを国連NGOである日本友和会 OFOR)の

ジュネープ首席代表として国連人権高等弁務官事務所 (OHCHR)に知ら

せた。これが契機になってピレイ国連人権高等弁務官 (HCHR)が2010年

5月13，14日来日し、実際にこの問題で日本政府と協議するという事態に

発展したo

筆者は、 5月13日早朝朝食会で、国連人権活動協力議連の国会議員の方

たちとともにピレイ氏に直接挨拶する機会があった。ピレイ氏は、 13日、

鳩山首相、千葉法務大臣、岡田外務大臣に直接会見し、個人通報権条約の

締結、園内人権委員会の設置などから、「慰安婦」問題の解決まで含めて

勧告した140 これまでHCHRは、法務大臣にさえ会えなかったことを考える

と、隔世の感があった。「ピレイ勧告が実現すれば、日本の長期的な崩壊

は食いとめられるかも知れないJと感じさせた。

これだけのことを実現するにも、 30年近い長い年月と労力がかかったこ

とは、日本で国際人権活動を行なうことのむつかしさを象徴している。し

14 L伺derwan旬仕Japan'sageoda 00 Human Righ胞.

ht旬://www2.ohchr.orSl'/enSl'lish/bodies/cescr/sessions.htm 13 May 2011. 
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かし、これは、政権交代があったからこそ得られた成果であった。 HCHR

の訪日の成功のために、国連人権議連(会長小川敏夫参議院議員、幹事長

岡崎トミ子参議院議員、事務局長水岡俊一参議院議員)など国会議員、千

葉景子法務大臣、鈴木寛文部科学副大臣、今野東民主党副幹事長などの協

力を得ることができた。

ところが、 6月鳩山内閣が総辞職し、菅内閣ができた。 7月参議院選挙で

民主党が敗北し、官主導への巻き返しが起こったため、政府はこれらの問

題を解決する政治決断ができない状況にある。

このような経過で、本論文執筆時点 (2011年5月)までの筆者らの個人

通報権条約締結運動は成功しなかった。日本の官僚支配構造の強靭さを改

めて確認せざるを得ない事態となった。官僚が組織的に抵抗した場合に

は、国際化のための制度改革も不可能になる。選挙で政権交代を実現した

政治家が公約を果たせず、日本国は、国際人権法上の義務の実現を果たす

こともできない。結局、条約違反の「常習犯Jの国であることに甘んじな

ければならなくなってしまうのである。

四一3-3.国連人権活動の今後

四一3-3-1.社会権規約委員会 (CESCR)への政府報告書提出

日本政府は、 2∞9年12月になって、同規約第3国政府報告書15を提出し
た。「鳩山内閣のもとであるから、新たな視点、で報告書が提出されるので

はないか?Jと期待されていたにもかかわらず、これまでの政府報告書

と変わりがなく、外国籍の子どもの教育への権利の侵害(国際人権(社会

権)規約13条の違反)の問題は報告されていなし、

15 r経済的、社会的及び文化的権利に関する国際規約第16条及び第17条に基づく
第3国政府報告(和文)2009年12月』

h伽://www.mofu!o.io/mofai/Q"aiko/kiv北u/odfs/2bl∞3.odf2011年5月14日閲
覧。
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四一3-3-2.報告書審査日程

社会権規約委員会による政府報告書審査の日程は、 2011年5月13日現在

では、 2011年12月5日・9日第47回会期までの審査日程は決まっているもの

の、未だに日本の審査予定日は入っていない160 その後の予定は、いずれ

入るであろうが、まだはっきりしていなし」ここにも国際人権法政策研究

所の代替報告書が提出される予定である。日本友和会 (JFOR)としても、

理事会でこの問題の研究を進めていたが、国連NGOとしてこの重大人権

侵害をこれ以上放置できないと考えるようになった。

vn -3-3-3. JFORによる現地ロビーイングの可能性

代表団派遣による、現地ロビーイングの必要性については、かねてより

同研究所でも研究してはいたが、実現していなかったo 国連NGOである

日本友和会(JFOR)として、同研究所と共同で報告書を提出するだけで

なく、ジュネープに代表を派遣するなど積極的に取り組む方向で理事会17

での検討が進んでいる。これが実現すれば、この運動は新しい局面を迎え

る可能性がある。

四-3-4-2.今後の運動の方向

個人通報権条約締結運動には、日弁連も特別委員会を設置するなどして

長年熱心に取り組んできたし、国会議員有志も国連人権議速を創って、国

際人権法政策研究所と連携するなど、運動を継続してきた。筆者は、大学

で国際人権法を講義してきたほか、一般向けの講演18でも国際人権法の知

16 Comrnittee on Economic， Social and Cultural Righ胞ーSessions.
htto:/ /www2.ohchr.orJl/ enJllishlbodi~_sLcescr /sessions.htrn 13 May 2011. 

17 筆者は、 JFORの理事であり、且つジュネープ国連首席代表である。

18 たとえば、関西では、『じんけんSCHOLAJがある。，h従D://i-schola.net/13 
May20l1. 

(館法 '11)44・2.132 (520) 



外国籍の子どもの教育への権利と教育法制(その6・完)

識を広めることの重要性を訴えてきたo しかし、官僚による組織的且つ構

造的な抵抗の壁を破ることに成功しなかったのである。

日本政府が、国際人権法を遵守するようになるには、草の根社会の変化

を待つ必要がある。(その4)で検討したように、このような構造的な抵抗

は、過去l∞年以上の歴史を持っている。その構造は、敗戦と新愈法の導

入でも改革することができなかったo 最近では、今後その構造が変革され

るためには、「今後100年を必要とするのではないか?Jと考えるように

なってきた。長期間の粘り強い対応を準備する必要があるが、本論文の研

究もその準備のひとつである。今後の変革のための契機になることを希望

している。

その期間を短縮するためには、相当の努力が必要である。著書19で提言

したように、国連NGOによるジュネープへの常駐代表派遣の体制を創り、

国連人権機関と日本の草の根社会を直結するパイプを設けることは、一つ

の方向であろう。

四一4.教育基本法再改正に向けて

日本が国際人権法を遵守するようになることが望ましいが、それには長

期間がかかるであろう。

とするなら、個別に、外国籍の子どもの義務教育への権利問題だけで

も、国際人権法違反を解消することを検討する必要があるだろう。

四一4-1.2006年教育基本法「改正jに際して

2006年教育基本法の「改正Jは、「愛国心Jを合言葉にして、教育を戦

前に戻す方向の保守派の運動によって推進された。残念なのは、当時野党

だった民主党による対案の法案の要が注目を集めなかったことである。与

党案への対案として国会に提出された民主党法案には、外国人の教育への

19 戸塚悦朗『国連人権理事会一ーその創造と展開日本評論社、 2(胸年。
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権利を保障しようとする注目すべき規定が入っていた。

ところが、就学義務の点については、民主党の原案は、議会法制局の抵

抗に遭遇し、修正されてしまって、外国籍の子どもの義務教育を受ける権

利の実現については不徹底なものとなった。

そこで、参議院の徳島公聴会で意見陳述の機会を与えられた鋒者は、与

党法案はもとより、野党民主党法案にも不十分な点があることを指摘し

た加。だが、残念ながら、一般には十分な理解を得るにいたらなかった。そ

れには研究の不足もあったo

四一4-2.研究の公表

そこで、研究不足を補うために本論文にいたる研究を続け、教育基本法

の再改正を求め続けてきたのである。本論文が、今後1∞年聞を視野に入

れて、外国籍の子どもの義務教育への権利を実現する契機となることを期

待しているo 以下、四で、比較法研究の成果をもとに、具体的な政策提言

を行ないたい。

四.比較法研究から未来モデルを学ぶ

(その日で報告した英国及びフィンランドの調査で、両国では、外国籍

の子どもの義務教育への権利の侵害が存在しないことが確認できた。おそ

らく、その他の欧州人権条約加盟諸国でも、同様であろうと推定できる。

それでは、教育における外国籍の子どもの差別問題を解決するために、

これらの比較法研究から、近未来の改革のためのモデルを見つけ出すこと

はできないだろうか。

20 戸塚悦朗による公述:r参議院教育基本法に関する特別委員会徳島地方公聴会
における公述J2∞6年12月4目、徳島市阿波観光ホテル。参議院教育基本法に関
する特別委員会会議録第八号(そのこ)平成18年12月5日、 46-58頁。
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また、差別問題の原因、解決への対応の可能性などを採り、差別問題を

取り囲む分野について研究することによって、さらに遠く100年先の未来

の日本の改革のためのモデルとして、比較法研究の成果を活用できないだ

ろうか。

四-1.短期的な改革のためのモデル

比較法的な研究からヒントを得て改革すれば、今すぐにでも解決できそ

うな分野がある。

四一1-1.近未来を開く英国法モデル

以下のように英国法のモデルを導入すれば、日本による教育法制上の国

際人権法違反問題を解決するのは案外簡単である。そう言えば、驚く向き

も少なくないのではないか。

英国には、第1に、外国籍の子どもの義務教育への権利の侵害はなく、

これについての差別も存在しない。第2に、また、英国籍の子どもの親の

学校選択権の侵害も(少なくとも形式的には)ない。

日本には、双方の人権侵害が存在する。そこで、英国法の導入を検討し

てはどうだろうか。

四-1-2.近未来を拓く改革の提案

それでは、どのような立法をすれば、どのような改革ができるだろう

か?

(その日 rVI-1-3-3.教育法Jで述べた英国法をモデルにして、日本

の教育法を改正すればよいであろう。英国法の下では、世界人権宣言以下

の国際人権法上の子どもの教育への権利を十分保障できているから、日本

にこれを導入することは差し支えない。また、それほど複雑な改革は必要

がない。基本的は、以下の条文を一つだけ導入すればよいと思う。
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筆者は、英国の1996年教育法第7条21r義務教育学齢期のいずれの子ども
の親も、規則的な通学又はその他のいずれかの方法によって、効果的でフ

ルタイムの、 (a)彼の年齢、能力及ぴ学力にふさわしく、並びに、 (b)彼

が必要とするいかなる特別の教育上のニーズにも適った、適切な教育をそ

の子どもに受けさせるものとする。J22に着目してみた。

これをそのまま日本法に導入したとすると、どうなるであろうか。

四一1-2-1.外国籍の子どもの差別解消は可能か

日本の現在の圏内法令上は、憲法も教育関係法令も、「国民」にしか、

教育を受ける権利を保障していないことと対比する必要がある。

ところが、英国教育法7条は、“"eve町rγγy

に課している。この規定の反射的効果によって、英国に居住する、文字通

り「いずれのJ子どもも、すなわち英国籍の子どものみならず、日本籍を

含む外国籍の子どもも、教育への権利の主体とされることになる。この

規定で、その親は、その子どもの権利を充足させる義務があることとされ

る。重要なポイントは、この言葉によって、英国教育法が、外国籍の子ど

もの義務教育への権利を、英国籍の子どもの場合と同じように保障し、外

国人差別をしていないことである。

現行日本の教育法規は、外国籍の子供の義務教育への権利を保障するた

めに必要な、その親を義務付ける規定を持っていなし、。憲法26条が、教育

を受ける権利の主体を「すべて国民」とし、保護する子女に教育を受け

21 Edu伺.tionAct 1996， s 7. 
22 The p訂entof every child of compulsory school age sha11α，use him to receive 

efficient fulltime education sui也ble

(a) to his age， ability釦 dapti旬de，佃d

(b) to any specia1 educational needs he may have， 

either by regular attendance at school or 0出erwise.
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させる義務を負う者も、「すべて国民Jとしているために、国民でない者

(外国籍の子ども)は、無権利状態に放置されることになるろしかし、憲

法98条2項は、国際人権条約を遵守して、外国籍の子どもの義務教育への

権利を実現することを日本国に義務付けている。

そこで、この英国教育法第7条を日本の教育法に導入することによって、

日本でも、「いずれの」子ども(外国籍の子供も含む)にも、日本籍の子

ども同様に義務教育段階の教育への親の教育(就学)義務を認め、子ども

の義務教育を受ける権利を保障するように、改革することは、憲法98条2

項に従って、同26条の空白を補充することになるo

こうすれば、外国籍の子どもの義務教育への権利が法律上保障されるこ

とになって、外国籍の子どもの教育差別問題は、一気に解消されることに

なる。

一見魔法のようだが、簡単な法改正で済むことなのである。

このような法改正がなされると、たとえば、ブラジル籍の子どもの親に

も、教育(就学)義務が課されることになる。

ところで、ブラジル籍の子どもの親が日本の公立校など、 il条校Jであ

る学校に子どもを入学させる場合もあるだろう。しかし、ブラジル政府認

可の「ブラジル学校Jに入学させる場合も少なくない。後者の場合は、ブ

ラジル学校が「外国人学校J24とされていて、「非1条校」であることが問題

になる。

従来であれば、「非1条校Jに子どもを入学させても、親は就学義務を果

たしたことにならない。新法導入後は、ブラジル籍の子どもの親にも、同

23 憲法第26条「すべて国民は、法樟の定めるところにより、その能力に応じて、

ひとしく教育を受ける権利を有する。 2 すべて国民は、法律の定めるところに

より、その保護する子女に普通教育を受けさせる義務を負ふ。義務教育は、これ

を無償とする。J
24 月刊『イオj編集部編『日本の中の外国人学校j明石書庖、 2目指。

(植法 '11)44・2.137 (525) 
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条の新規定によって教育(就学)義務が課されることになるが、その場合

でも教育(就学)義務を果たしていることになるのだろうか。

上記の英国教育法7条を導入した新法の優れたところは、以下の点にあ

る。

同条が保障する教育は、①1条校への「規則的通学Jだけでなく、②

「適切な教育」、すなわち、「その他のいずれかの方法によって、効果的で

フルタイムの、 (a)彼の年齢、能力及び学力にふさわしく、並びに、 (b)

彼が必要とするいかなる特別の教育上のニーズにも適った、適切な教育J

を与えることでも、親が教育(就学)への義務を呆たしていると認める。

もし、親が、②の定めを満足するような代替的な教育を与えていること

を、地方教育行政当局に対して立証すれば、それでn条校」への就学義
務違反を関われることがなくなるのである。

①の n条校」概念を廃止して、ブラジル学校への通学を「規則的な通
学Jと認めてもよい。しかし、もし仮に、そのような根本的な法改正をせ

ずに、f1条校J概念を残す場合は、新法の下でもプラジル学校は各種学校

であって、f1条校」ではない。

そうであるとしても、新法の下では、英国教育法をモデルにして、②の

代替的な「適切な教育」概念が導入される。

②を詳細に分析すると、以下のとおりとなる。

「その他のいずれかの方法によって」というのであるから、原則的な学

校(1条校)への規則的通学のほかの「いずれかの方法によって」義務教

育を与えることが可能とされる。

「効果的でフルタイムのJ教育を与える必要があるから、親が教えるの

では、「効果的」とはいえないだろう。時々教えているのでは、「フルタイ

ム」ではないから、不十分である。

r (a)彼の年齢、能力及び学力にふさわしくJなければならない。子ど
もの発達段階にも、能力にも、学力にも、適合した教育であることを要す

(龍法 '11)44・2.1犯 (526)
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るo

「並びに、 (b)彼が必要とするいかなる特別の教育上のニーズにも適っ

たJ教育であることをも要するので、個性に適合していることをも要す

る。

「適切な教育」が与えられているかどうかが問題となる。「適切Jという

条件はかなり厳しい条件であろう。

しかし、②の代替的な教育方法には、相当の幅がある。英国では、親

が「自分が子どもを教えているJと言っても、通常条件を満たしたことに

はならない。だが、フルタイムの家庭教師をつけることでもよいと言って

も、以上の条件に合致した教師を「フルタイムJで付けることは、通常人

にはかなりむつかしいだろう。

その他の「いずれかの方法Jによる教育方法でもよいので、最も有望な

のは、私立mD1Sなどの公立学校でない学校への通学が考えられる。英国

でも、これなら「適切な教育」と認められている。

だから、日本の新法の下では、 fl条校jではないが、各種学校であって

Eつ外国政府の認可を得た「外国入学校J、たとえば、ブラジル学校でも

(朝鮮学校でも)、十分に「適切な教育Jの範時に入るとしてよい。又は、

国際教育認証機関(IBO、WASCなど)の認証を得たインターナショナル・

スクール (IS)なら十分②の「適切な教育」と認められるだろう。

だから、それらの「外国人学校J又はISへの入学を証明すれば、それを

もって、親は教育(就学)義務を果たしたものと認められることになる。

このことは、これ以上の詳述を必要としないであろう。

四一1-2-2. 日本籍の子どもの親の学校選択権を保障できるか?

この筆者提案の新法の優れたところは、以下にもある。

日本籍の子どもの親が、上記①の fl条校Jではなく、「非1条校jであ

る、「外国人学校」又はISに子どもを入学させようと学校選択権を行使す

(飽法・11)44・2.139 (527) 
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ることを可能にするからである。

現在は、日本籍の子どもの親の場合は、「非1条校Jで各種学校とされる

「外国人学校J又はISへ子どもを入学させようとしても、そのこと自体が

刑罰をもって禁止されている。そのことは、前述の筆者の体験からよく理

解できるであろう。

ところが、新法の下では、印刷条校Jであっても、「外国人学校J又は

ISへの入学は、上記②の「適切な教育Jを受けさせていることになる。だ

から、それを証明することで、親の教育(就学)義務を果たしていると認

められる。

筆者が英国に滞在した当時 (1988年から1995年まで)は、公立ISはみあ

たらなかったo だから、 ISで子どもを学ばせるためには、高額の授業料を

支払って私立校に通わせる必要があったo ただし、当時も、英国籍の子ど

もの親も、外国籍の子どもの親も、私立のISへ子どもを入学させることは

禁止されていなかった。

だから、日本籍の子どもの親が、外国籍の子どもと同じようにおに子ど

もを入学させようと考えれば、刑罰を加えられることを覚悟しなければな

らない日本の場合とは違って、英国では、パイリンガルの教育を授けるIS

を選ぶ親の学校選択権は、当時も形式的には保障されていたと言えた。

日本政府が、今の段階で、英国法を噂入すれば、以前の英国のような状

況になる。 14校あるすべてのmDI併のうち10校は、「非l条校Jであるが、

これらに日本籍の子どもを進学させることは、法的に禁止されることがな

くなるo だから、親の形式的な学校選択権は認められることになる。

また、日本籍の子どもの親が、外国語を学ばせようと、外国語で教育を

25 正確に雷うと、義務教育段階は、これらのIBDIS(高校レベル)の下に一環校

として設置されている小学校 (PYPプログラム)及び中学校 (MYPプログラム)

が問題となるのであるが、本論文では、これらを一体のものとして含むIBDISを

念頭において論じている。以下同じ。

(施法 '11)44・2.140 (528) 
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授けるその他の「外国人学校Jと言われる学校へ子どもを入学させること

を希望する場合も、法律によって禁止されなくなるo この点でも、親の学

校選択権は、形式的には保障されることになる。

これらが実現すれば、国際人権法違反問題が解消するので、大きな進歩

である。

しかし、高額学費によって教育の機会が妨げられる点で、実質的な学校

選択権の実現問題は、別途検討が必要である。

これらのIBDIS及び外国人学校に、私学助成がなされるなら、他の日

本の私立学校と同等になるから、授業料も同等になり、親の実質的学校

選択権は、よりよく保障されるようになるo ただ、今はまだ、「公立Jの

IBDIS及び外国人学校がないから、「無償」の教育を受けられない。その

ことを考えると、公立化による無償教育が実現しない限り、実質的な親の

学校選択権の侵害は解消しない。

筆者が英国を離れた後のことだが、 トニー・プレア首相(当時)の政策

提言によって、英国に公立のIBDISが創設されるようになり、大きな教育

改革が進んだお。 2011年現在では、英国には、全部でIBDISが216校になっ

た。そのうち公立IBDISは、 137校[公立割合63%】にもなる。英国籍の

子どもの親も、日本籍など外国籍の子どもの親も、公立IBDISに子どもを

入学させることが可能であるo 無償の公立mDISへ子どもを進学させるこ

とができるなら、パイリンガルの教育を選ぶ親の学校選択権は、より実質

的に保障されるようになる。

しかし、英国では、未だ公立割合が比較的に低い。後記の北欧のよう

に、 mDISが公立学校であることが原則というところまでは進んでいなし、

公立学校の定員がいっぱいで希望者を十分入学させることができなけれ

26 後掲スウイツツアー。

(龍法 '11)44・2.141 (529) 
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ば、子どもを私立学校へ入学させるしかなくなる。 mDISは、まだ有産階

級向けとなり勝ちで、改草は不徹底な段階にとどまっている。

しかし、日本は、先進諸国の聞では、極端に遅れていて、入り口にも到

達していない。第lに、現在の日本は、日本籍の子どもの「非l条校jで

あるIBDISへの入学を禁止し、パイリンガル教育に抵抗している。第2に、

日本には、 IBDISは、どこにでもあるわけではなく、 D条校J4校を含め

てもわずか14校しかない。第3に、まだ、「公立JのmDISは1校も存在し

ない九英国のように多数のmDISを設置することができるようになるに

は、かなりの年数がかかるであろう。

日本には、製造業でも、サービス業でも、先進諸国にあるものでないも

のはないであろう。だから、工業製品なら、自動車でも、テレビでも、コ

ンピューターでも、飛行機でも、購入できない物はない。サービス業で

も、病院などほとんどのサービスはある。しかし、教育への権利、とりわ

けパイリンガル教育を受ける権利を満足させる教育機関は、実際上身の

回りのどこにもあるというわけではない。大都市を中心にしてmDIS10校

(非l条校)があるo しかし、「どんなに高い授業料を支払ってもよいJと

言ったとしても、(最近できたごく一部の例外の D条校Jである4校を除

いては)日本人には利用が禁止されているo こんなに遅れた分野は、他に

あるだろうか?

vm -2. 100年先の教育改革のための未来モデル

それでは、より長期的に1ω年先を見据えて、より徹底した未来型の教
育改革を実現するために、比較法調査の成果を活用できるであろうか。

フィンランドでの比較法調査を契機に、新しいタイプの「公立JmDISに

よる「無償」教育の発展を視野に入れて、より広範に「北欧型」諸国に目

27 ここでは、前述のようにIBDIS(高校)までの一貫校をモデルに検討している。

東京学芸大学附属国際中等教育学校は、唯一の例外であって、国立校である。

(商法'日)44・2.142 (530) 
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を向け、未来教育の改革モデルを検討してみたい。

四-2-1.外国人差別の根源はどこにあるのか?

なぜ、日本では外国籍の子どもの義務教育を受ける権利が否定されるの

か?この原因への考察を突き詰めてゆくと、日本による植民地支配の歴

史、歴史認識の問題、日本社会の草の根にまで根深く潜在するナショナリ

ズムの問題に行き着く。このような自民族中心主義の傾向は、長年の歴史

的な産物として日本に残存している。そのためだろうが、「韓国併合J100 

年を迎えても、歴史認識の根本的な変革を実現することができなかった。

ここでは、この問題は詳述しない。だが、自己中心的に過ぎるとも思わ

れる日本を中心にした歴史研究の方法と教育を、国際化・世界化が進行す

る現代社会に適合するように改革する必要がある。にもかかわらず、それ

が遅々として進まないところに日本の危機を見るのは、筆者一人だろう

か。

羽一2-2.1∞年後の未来教育を目指して

日本を衰退させかねないこの停滞と困難の原因は、学問的・政治的・思

想的・社会的・文化的な諸事情に根ざした堅固な障壁の存在にあり、構造

的なものだと思われる。そのような障壁は、教育を中心として築かれ、再

生産され、維持されてきた。日本は、今後100年をかけても、このような

現状を克服する教育を創造してゆく必要がある。

一つの提案としては、日本籍の子どものみならず、他国の国籍を持つ子

どもたちが、ともに同じ教室で、「人類Jの構成員の一人として対等の立

場で教育を受けることを理想としてかかげる教育実践を創造することがで

きないか。

そのような教育実践の中では、歴史教育は、国境を越える必要がある、

また、実際容易に越えるであろう。このことによって、ナショナリズムか

(開法 '11)44・2.143 (531) 
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ら自由な教育を創造することが可能になるであろう。

人類の後継者を育成しようと、このような多国籍の子どもを同じ場

で、ともに教える未来型の教育は、前述した国際パカロレア・デイプロマ

(lBD)資格mを目指すパイリンガル教育として、現に存在するのである。

2008年にフィンランドで得た情報によると、信じがたいことだが、フィ

ンランドでは、「無償」の「公立」学校としてのmDを目指す18を「必要

なだけ創るJという政策を採用しているという。 2009年夏にフィンランド

を再訪し、この情報を確認するための補充調査を行なったのは、そのこと

を「公立J校であるトゥルク18の現場で実際に見聞したかったからだった。

四-2-3.100年後の束アジアの教育のモデルを求めて

以下述べるような100年先を見据えた未来教育モデルの実現は、容易で

はない。

まず、第l歩としては、前述の短期的な改革(英国教育法モデルの導入)

により、その基礎を創ることが望ましい。

そのうえで、以下のような先進諸国の教育改革の成果をモデルにした改

革を漸進的に進めるための準備を始めることが可能である。

28 国際パカロレア資格(lB資格)については、相良憲昭，岩崎久美子編著;石村

清則，橋本八重子，吉田孝[執筆]r国際パカロレア:世界が認める卓越した教育プ
ログラムj明石書底、 2∞7年に詳しい。しかし、日本教育法制度は、日本籍の子
どもが日本圏内の非1条校・ mDISでパイリンガル教育を受けることを原則とし

て刑罰をもって禁止していることについては、問書には記載がない。なお、文部

科学省の見解は、「参加国際学校で二年間の国際パカロレア事務局 (IBO)が定

めるカリキュラム (mカリキュラム)の履修を終え、首諦 (A、Bのこか国語)、
人文科目(歴史、地理、経済等のうちー科目)、実験科目(生物、化学、物理等

のうちー科目)、数学及び選択科目の計六科目の試験に合格し、所定の条件を満

たした者に対してB資格が授与される。J大学入学に閑し高等学校を卒業した者
と同等以上の学力があると認められる者の指定について文大大第一七七号昭和

五四年四月二五日各国公私立大学長あて文部省大学局長通知。 htto://www.mext. 

m.io/b menu/hakusho/nc/tl9790425∞l/t19790425001.h回12011年5月9日閲

覧。

(随法 '11)44・2.144 (532) 
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四一2-3-1.フィンランドと日本のIBDIS比較

実は、「フィンランドの「公立JのIBDISが、 1∞年先の日本を含む東ア

ジアの未来教育を構想するためのモデルにならないか?Jと考えたこと

が、フィンランド再訪のもう一つの理由であった。そのことを念頭におい

て、国際パカロレア機構(IBO)によって認可され国際パカロレア・デイ

プロマ (IBD)資格の教育過程を持っているフィンランドと日本のIBDIS

を比較してみたい。

国際連盟(1919年に創設)の国際スタッフの子どもたちの学校としてイ

ンターナショナル・スクール・オプ・ジュネープ (ISOG)が創設された。

1968年、このISOGが中心になって、他のいくつかのインターナショナル・

スクールが参加し、インターナショナル・パカロレア・デイプロマ(IBD)

プログラムが始められたお。その後、国連NGOであるインターナショナル・

パカロレア機構 (IBO)認可のインターナショナル・スクール(lS)は、

急速に発展しつつあるログローパル化の流れのなかで、国際的に頻繁に移

動する人々が増えるにつれ、世界的に需要が増大している。 IBOによって

創られた共通のカリキュラムの下に運営されている全世界のIBDISは、転

校が容易であることもあり、多数の学生を惹きつけている。

「インターナショナル・パカロレア・デイプロマJ(IBD)資格に向けた

教育過程では、英語などの国際語を含めてパイリンガルの言語能力を習得

できるほか、バランスのとれた国際教育を受けることもできる。それだけ

でなく、世界中どこの国でも多数の有数の大学が入学を認め、 IBD有資格

者を厚遇するので、現実的な魅力もある。

IBDプログラム実施校は、 20日年2月現在で、全世界140カ国に3115校あ

29 IBO.ORG， History of the IB-timeline 196ιーDiplomaProgramme， 
h伽://www.ibo.onr/historv/timelioY_ Visited 00 11 May 2011 
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富島 51!. 

り、 90万人の生徒が学んでいる。 f5年ごとに倍憎 している。2020年にはl

万校を超える」とされる却。

特に近年の，包述な成長振りを視覚的に見ることができるので、以下に、

デイプロマ ・プログラム試験 (May19nトMay2010)に参加 したIBDISの

数の増加のグラフを示す31。

図1 18DISの増加傾向
Groph 12.1 Summary 0' Oiplom3 P，ogramme eumination en1ries: schools with candida1es 

teglstered May 197ふ岨町 20刊

2.α拍

l.ec拍

1.tl1:訓O

'刈珂

、，富国

1.αlO 
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tl(JO 

《拍

耳陣
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|圃"Numberof帥 ∞ 15entered I 

Isデイプロマ統例年輔!: 201 01~ 1 1 月 IßO作成Graph 12.1抜粋

30 ジョン・スウイ ツツアー氏(1剖際パカロ レア機仰 ・アジア太平洋地威主f任者)

「教官Opinion: 1B資絡JHiltiで大学の人材を確保」教'ff家縫新11日、 19.69号、 2011年

2fJ5日、 m。この学校数l止、デイプロマ ・プログラムを持つ高校(IsD)だけ
でなく、その幣側段階の小学校 (PYP)、中学校 (MYP)をも含む合計の数字で

あると思われる。

31 Websile:笠笠旦単色.Q[g， @ International saccalaureate Organization 2010，寸l1eIB 

Diploma Programme statistical bulletin， May 2010 examination session"， Published 

in November 2010， Graph 12.1. これは、 IBD試験に参加した向校のみの数字であ

る。

h tto・11www.i b 0.0 r g 1 fa_c_l_sj s t a t b u 11 e t i n 1 d p s t a t s 1 d 0 c u m e n t s 1 
May201 OStatisticalbulletin. odf 

Visitedonl1 May2011. 
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外国籍の子どもの教育への権利と教育法制(その6・完)

i5年間ごとに倍増しているJということは、何を意味するのだろうか?

単純計算だが、 100年間には5年間が20回繰り返されるので、 1ω年後には、

i2の20乗倍に増えるJということになる。計算してみると、 1∞万倍以上

になる。単純計算では、 ffiDISが現在の30∞校の1∞万倍になると、 30億

校になる。パイリンガル教育を受ける生徒は、これも単純計算では、現

在IDワールド・スクールで学ぶ生徒90万人が、 l∞万倍以上になるなら、

9∞0億人以上になるという計算になる。世界人口よりもはるかに多くなる

計算だから、架空の計算であることはすぐ分るだろう。筆者が言いたいの

は、 i5年間ごとに倍増しているJという増加率は、尋常な規模ではないと

いうことである。

IBDISが公立校化し始めたという事実の持つ意味は、それだけ重い。特

権階級のエリート校ではなくなったことを肝に銘じる必要がある。筆者

は、上記のグラフを見て、「最新型だが、今後IBDISのパイリンガル教育

は、世界の標準的な教育になることは、確実である。Jと確信するように

なった。

なぜffiDISが激増するのだろうか?

その原因の一つは、 IBDISの教育の質が、米国できわめて高い評価を受

けていることにもありそうである。 2∞9年6月16日、 i36のm校が、ニュー

ズウィーク誌ランキングで米国トップ1∞校入りJと発表された九米国で

注目を集める全米高校ランキングで、 IB校が脚光を浴び続けている。 2007

年以降、全米トップ100高校中の3分のlは、常にIB校がランクされるよう

32 “36 IB schools make Newsweek's top 100 IB Features Prominently in 

Newsweek' s “'America' s Best High Schools" 2∞9" ， New York， NY， IB， June 16， 
2009， 

httn:/ /www.ibo.or~/ announcemen脂/newsweek旬。100.cfmVisited on 11 May 201l. 
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論説

になった。年間12%だったB校の増加率が、 2007年には17%に増えたとい

う。そのためか、米国の公立IBDIS校の数は、 646校(全体の89%)と世

界最高数をマークしている(後掲(表1)参照)。

ところが、 IBDISは、日本では大学関係者の聞でも、おどろくほど知ら

れていない。外国人向けの教育と取り扱われているからであろう。筆者が

勤務していた大学認でも、これを知っていた教職員は例外的な存在だったo

世界で多数設立されているのに、日本では、 20日年初頭現在で、 IBDIS

は、極めて少数(14校)に止まっている。学校教育法 f1条校Jの資格を

認められたIBD校4校は例外Mであるが、その他のIBDIS(10校)は、学校

教育法1条の正規の学校と位置づけられていない印刷条校Jである。これ

までは、 IBDISは、「外国人学校Jとして扱われてきた。そのうえ、一般

のIBDISには、日本籍の子どもの通学は(帰国子女、 2重国籍者など一部

の例外を除き)、刑罰により禁止されているo このようなIBDお(非n条
校J)には、国庫助成がなくお、学費は極めて高額である。

他方、日本のIBDISの特徴だが、「無償j教育を与える地方自治体立の

「公立J学校は、ゼロであるo だから、低所得層の家庭の子どもの通学は

実際的には不可能である。この問題については、同じ問題を抱える韓国で

は政府レベルでの研究が開始されているようであるが九日本では、ごく最

33 2000年から神戸大学大学院国際協力研究科勤務。 2003年から飽谷大学法学部・

法科大学院勤務。 2010年同定年退職。

34 4校の例外的1条校は、加藤学問尭秀中・高、立命館宇治中・高、玉川学園中・

高、 AICJ中・高。

35 私立学校としての政府助成金の対象外である。しかし、 2010年4月からの上記

高校無償化等の法樟によって、 ISに通学する外国籍の子どもにも年間約12万円

(貧困家庭の子どもには加算がある)の国費支緩が支出されることになったこと

は、一歩前進である。これをきっかけにして、外国籍の子どもに対する義務教育

への権利の保障を実現するには、まだ相当の論践を必要とするであろう。

36 Kang Shin哨 ho，2010.“Ministryseeks ωintroduce International Bac伺laur'伺ぜ，

百leKo陀aTimes， August 28-29， 2010. 

(間法・11)44・2.148 (536) 



外国籍の子どもの教育への権利と教育法制(その6・完)

近、一部私立大学によるffiD高校設立の動きが起こってきていること以外

には、顕著な変化は見えていなし」

日本では、相変わらず、 ffiDISは、外国人の高額所得者子弟向けのエ

リート教育校という「常識的Jイメージが強い。筆者も最近までそう考え

ていた。ところが、 2∞8年フィンランド短期調査で、①ffiDISは、大部分
が「公立J校であり、②その学費は「無償」であって、③フィンランド籍

の子どもにも開放されていることを知って、衝撃を受けた。

筆者の「常識Jは、完全に打ち砕かれてしまったのである。

フィンランドの人口は、 5百万人余で日本の人口1億2千万人余の24分のl

に過ぎない。しかも、日本同様、英語圏ではない。にもかかわらず、日本

より少し多い15校のIBD認可おの創設に成功している。内13校 (87%]は、

自治体が設置した「公立J校であって、完全な「無償J教育を提供してい

る。授業は英語で行なわれるので、入学に際して英語の学力試験は課され

るが、フィンランド籍の子どもの通学も認められているo 政府は、需要が

あれば、必要な数のISを増設する政策をとっている。例外的な私立IBDIS

でも、政府の教育基準に適合していれば、地方当局が教育サービスを購入

するので、「無償jになる。

四-2-3-2. フィンランドとffiDIS先進国との比較

ところで、世界的な枠組みの中で、 IBDIS先進国と比較した場合、フィ

ンランドの位置づけはどのようなものなのであろうか?

その点の調査が未了だった。最近IBO事務局に尋ねてみた。幸いにもす

ぐに回答があったので、添付された統計表Uの中から公立ffiDISを数多く

設置しているIBDIS先進諸国を、公立校の数(二桁以上)の順にあげて、

37 Justin匂nde同氏 (IBO研究専門員)からの2011年4月5日付けEメールに添付さ
れたDiplomaschools by coun町 (2)と題する表。 IBO及びジャステイン・サン
ダース氏のご厚意に感謝します。
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論説

以下のとおり、(表1)を作成してみた。【 ]内の数値は、全mDISの数

である。右側の数値は、 τひEFL(英語を母語としない諸国の人々の英語
力テスト)の得点(インターネットによるiBTテスト結果。 2010年)おであ

る。

(表1)世界の180lS先進賭固とTOEFL得点比較

IBDIS公立校[全体1 τひEFL(iBT平均点)39 
①米国 646 [729] 86 

②英国 137 [216] 96 

③ カナダ 117 [139] 92 

④ オランダ 84 [92] 100 

⑤ スウェーデン 29 [31] 92 

⑥ スペイン 22 [52] 87 

⑦ ドイツ 18 [45] 95 

③エクアドル 18 [45] 83 

⑨ ノルウェー 17 [21] 92 

⑩ ポーランド 15 [31] 88 

⑪ デンマーク 13 [15] 99 

⑫ フィンランド 13 [15] 95 

⑬ オーストラリア 11 [62] 93 

【2011年、著者作成]

38τ油le10. TOEFL iBTTotal and Section Score Means1 -Al1 Examinees Classified 

by Geographic Region and Native Country， Test and Score Data Summary for 
TOEFL Internet-based and Paper-based Tests January 201ιーDecember2010 Test 
Data， pp.1ι11. 

htto:/ /www.ets.orfl./Media/Research/odf/TOEFIrSUM-201Q Visited on 8 May 

2011. 

39 /bid. p.10.受験者は、母集団である人口全体の平均的な集団ではないこともあ

る。受験者の集団に限られた相対的な数債であって、これを絶対視することはで

きない。しかし、一定の参考値としては活用できるだろう。日本人のTOEFLの

2010年版報告書のiB才テスト結果(平均点)は、加点であり、アジア諸国では最

低ランクに属する。日本より得点が低いアジア諸国は、ラオス67点、タジキスタ

ン66点、カンボジア63点のみである。ちなみに、大韓民国は81点、朝鮮民主主義

人民共和国は78点であり、日本に相当大きく水を聞けている。高得点は、シンガ

ポール拠点、インド92点であり、日本はこれらには速く及ばない。
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この(表1)を作成して見て、「公立」のmOISの数が、先進諸国では、

筆者の想像以上に増加していることがわかり、驚いた。 mOISは、決して、

特権階級=高額所得者の親の子どものためのエリート校ではなくなってき

ているのである。

「今日では、 IB世界学校のうち約50%は政府に属している(学費無償)oJ

という叫(表1)から分るように、 mOIS増設に最も熱心に取り組んでいる

のが、米国の公立高校(公立割合89%)である。しかも、前述のとおり、

米国でのmOISの年間増加率は17%に達している。このことを考えると、

今後の世界的な傾向としても、公立校の割合は急速に増加し、後記の「北

欧型J(公立割合80%以上)に近づくことは、ほぽ間違いないであろう。

IBOISは、パイリンガル(国際的言語と母語)教育を柱としているが、

英語のみならず、フランス語、スペイン語も含め、 3つの国際的言語を主

な教育言語として運営されている。

だから、英語が主要言語としてとして使われている国(米国、英国、カ

ナダ、オーストラリア)は、もともとIBOISを設置し易い環境にある。ス

ペイン語が主要言語として使われている諸国(スペイン、エクアドル)で

も同様であるo 中南米では、エクアドルが突出しているのは、なぜなのだ

ろうか。もっとも、フランス諮が公用語のひとつとして使われているスイ

スで、「公立JIBOIS校がわずか4校(ドイツ語圏にある)にとどまってい

るのはなぜなのだろうか?スイスは、 IBOIS発祥の地であり、 IBOISが32

校もあるのに、公立校が少ない原因がよく理解できない。今後、研究を要

するであろう。

注目すべきは、北欧諸国である。北欧では、英語、フランス語、スペ

イン語は、いずれも主要言語ではない。にもかかわらず、公立mOISが二

桁以上設置されている。フィンランドだけが例外的に公立mOISを設置

40 Supra. History of the IB. 
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していたのではなかったことは、フィンランドのみに目を奪われていた

筆者にとっては、新たな発見であった。北欧諸国(スウェーデン[公立

94%】、ノルウェー[公立81%】、デンマーク[公立87%】、フィンランド

【公立87%])で多数のIBDISが設置されている。北欧諸国の内訳を見ると、

80%以上のIBDISが「公立J校であって、圧倒的多数を占めていることに

顕著な特徴がある。

共に地理的に北欧に近接しているオランダとドイツは、多数のIBDIS設

置にカを入れている。しかし、「公立JIBDISの割合を見ると、オランダ

[91%】は、ドイツ [40%】とは大きく違い、公立割合は、米国 [89%】、

カナダ [84%]を凌駕し、世界でもトップレベルである。

(表1)を作成して、統計が示しているところを整理して見ると、オラン

ダを含めた「北欧型」諸国は、いずれも、多数のIBDISを持ち、その公立

割合は、 80%を越えているこ主が分ってきたo

(表1)のIBDIS先進諸国では、英語力はどの程度であろうか?

参考のために、(表1)の右列にTOEFLテストのデータを上げてみた。

TOEFLは、米国のみならず、世界諸国の大学・大学院などへの入学申請

に際して英語を母語としない学生の英語力を証明するために、広く活用さ

れている。だから、日本でもよく知られている。 2∞5年9月に始まった最

も新しいテスト方式である「インターネット・ペースド・テストJ(iBT) 

の結果(平均点)をとりあげてみた。満点は、 120点で、得点が高いほど

英語力が高いことになる。データは、 2010年のものである。 iBTの100点

は、従前の書面による「ペーパー・ベースド・テストJ(pBT)の600-603

点程度に相当するとされている410 筆者が知る限りでは、 iBTl∞点は、通

41 TOEFL Internet-based Test Score Comparison Tables， p. 6. 
htto:/ /www.ets.orJz/Media/Tests/TOEFL/odf/TOEFL iBT Score_Comoarison 

百bles.odf

Visited on 8 May 2011. 
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常世界中の多くの大学で大学院進学に必要な最低限の英語力とされてい

るo

(表1)の諸国は、公立のIBDISを多数設けているが、これらの国の人々

は、概して英語力が高く、 iBTで、 83点以上を得点している。しかし、そ

の他の諸国でもこの程度の得点は取っているから、これだけではIBDIS公

立校の数と英語力の聞に強い関係があるとは必ずしも断定しきれない。

そのうちでも、公立割合が80%を越える「北欧型J(オランダを含む)5 

カ国を見てみると、世界最高の平均得点を得たオランダの1∞点から、 5か

国中で最低の平均得点でも92点(スウェーデンとノルウェーが同点)と、

トップレベルの得点域に分布している。「北欧型J5カ国が、英語力世界

トップグループを形成していることは否定できないだろう。「北欧型j諸

国は、英語を主要言語としていないのに、これだけの英語力を備えるよう

になっていることに注目すべきである。

筆者が注目してきたフィンランドだが、 TOEFL平均得点、は、 95点と好

成績を収めている。フィンランド語は、英語に近い言語ではなく、ウラ

ル語の一つに属する。英国の植民地になったことはない420 ロシア(ソ連)

の支配を受けたにもかかわらず(ロシア語ではなく)、英語教育に力を入

れて、成功してきた。それはなぜなのだろうか。国際法を重視し、国際連

盟、国連をはじめとする多国間国際機構に最大限協力してきた。世界人権

宣言をはじめ、欧州人権条約および国連の制定した国際人権条約の遵守で

は世界のモデルとなってきたことにも注目すべきであろう。

42 日本人のTOEFL平均得点がアジアでも最低ランク (2010年iB1iO)であること

を説明するために、日本語と英語がかけ離れた言語であること、日本が米英の植

民地になったことがないことをあげる研究者(たとえば、後掲大谷泰照「第2編

第l章 国際的に見た日本の異宮路教育J大谷他編著 f世界の外国語教育政策j、
480-481頁)がある。しかし、この説では、フィンランドでのτ'OEFL平均得点
(2010年iBT95)、純国でのそれ (2010年iBT81)が、日本よりもはるかに高いこと

は説明しにくい。むしろ、大谷泰照氏自身も厳しく批判している日本の英語教育

政策の遅れに原因を求める方が説得力を持つのではないだろうか。
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これらの諸国、特にフィンランドを含む「北欧型」諸国では、どのよ

うな経過で、なぜこのような「公立JIBDISを実現する教育法制が可能に

なったのであろうか。また、これらのIBDISではどのような歴史教育がな

されているのだろうか。 IBDISの教員養成は、どのようになされているの

だろうか。これらを明らかにする為には、長期間を要する現地比較研究が

必要である。

このような研究は、東アジアの未来を拓く可能性を秘めているのでは

ないだろうか。東アジアの学生を受け容れる「公立J校による「無償J

mDIS教育の実現のためにはどのような研究が必要だろうか。

実験的に教員養成プログラムを開発することも検討課題であろう。

四一2-3-2. フィンランド教育モデルの成果の考察

2∞8年短期調査の際に、ヘルシンキの市立図書館を訪問したことは、 W
-2-3-2-2.で述べたが、筆者が求める英語の書籍はなかった。それで

は、市立図書館訪問は役立たなかったのか?

あとで撮り返ると、図書館訪問は、正反対の大成功だった。その後の調

査につながる「決め手Jとも言える情報を入手する契機になったからだ。

本がなくても、公共図書館とライブラリアンは役立つのである。この図書

館訪問がなければ、それ以後の調査は不可能だった。その意味で調査の

「要Jになるほど有益なものだった。

このライプラリアンが特別有能だったのかもしれない。また、特別に親

切だったのかもしれない。だが、別の可能性はないだろうか?

3年後の今想起してみると、ライブラリアンのコンビューターを活用し

た専門的なサービスによって、筆者の困難な課題についての調査が短期間

に実現したのである。

筆者がライブラリアンに説明した日本での外国籍の子どもの教育差別の
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問題は、日本でも、欧州でも、これまで誰も取り組んでこなかった新しい

問題であった。いわば、「正解がない問題Jへの答えを探す旅だったので

ある。この間いへの答えを探そうと東洋の果てからやってきた初対面の研

究者への有効な支援は、簡単ではない。

単なる「親切なサービスJと言うだけでは対応はできない。また、「偶

然の幸運Jで、適切な回答が見つかるはずのものでもなかったのではない

か?

フィンランド語を一言も理解せず、フィンランド初訪問の研究者が英語

で発する困難な聞いに対応して、ライプラリアンがいとも簡単に、調査の

「要Jになる情報を与えることができたのである。そのことは、フィンラ

ンドの新しい公共図書館機能を象徴する行政サービスの充実ぷりであり、

フィンランドの教育の成果だったと解釈する余地はないのだろうか?

当時のメモを反努しているうちに、以下のような着想を得たので、列挙

しておきたい。

① フィンランドのノキアに象徴される世界最高の【IT産業のインフ

ラ】、及び

② {情報センターとしての図書館】の学術機能が総合的且つ有機的に

組み合わさって機能し始めていたと仮定するなら、そして、

③ フィンランドの【問題解決型教育】の基礎の上に、

④ 【優れた英語教育】に加えて、

⑤ 【世界化時代の高度の高等教育】が組み合わさって、

⑥ 【高度の情報サービス活動]が花開いていたのではないだろうか。

⑦ もし、 2∞8年当時のフィンランドでは、そのような情報化時代の高
度のサービスが、公立図書館で一般化していたと仮定するなら、筆

者が受けた図書館サービスは、フィンランドの【世界トップレベル

の教育の成果】が現れた典型的な事例だったと評価できるのではな
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いのだろうか?

新しい時代の教育を推進するフィンランド訪中'ISAテストで世界トップ

レベルの成績をおさめるようになったのは、単なる幸運によるものではな

さそうである。テストが測ろうとしている能力の基準が新しい時代にふさ

わしく「問題解決型Jの学力に変わってきたから起こったことなのではな

いだろうか。

これに対して、日本の教育は、つねに「正解」を求める受験勉強によっ

て象徴されるように、膨大な暗記を必要とする知識集積重視型の学力に固

執してきた。そのために、「正解がない」あらゆる解決困難な聞いが山積

する新しい時代には十分に機能しなくなっている。

入学試験万能の教育は、工業化時代には適合したのかもしれないが、情

報産業化時代43が急速に進みつつある現代では、評価が低くなった440 デー

タの蓄積と検索で代替できる暗記型知識は、コンピュータ}に任せればよ

い時代になった。フィンランドの教育が進めているような「問題解決型J

の学力こそが、現代の世界では必要とされているし、高く評価されるよう

になってきているのである。

鋒者が会うことができたライブラリアンは、このような新しいフィンラ

ンドの教育を受けて育ってきているに違いない。だから、筆者が提起した

「外国籍の子どもの義務教育への権利と差別」というような、これまで研

究がない新しい課題に対しても、フィンランドのライブラリアンは、ほと

43 情報化時代の30年後を予測する一つの見方については、 SoftB釦kのウェプサイ

ト「ソフトパンク新30年ビジョンー--i宵報革命で人々を幸せにJを参照されたい。
h伽://www.softbank.co.io/vision/?oalle..oresen旬tion/s山nmarv.h回世011年5月9日

閲覧。

44 孫正義氏講演。 us児AMr田原総一郎X孫正義対談 fデジタル教科書で日本は
変わるのか?JJ h伽://www.ustre創n.tv/recorded/11223402?lanll=ia JP 2011年5
月9日閲覧。
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んど瞬発的に対応できたのではなかろうか。

しかも、国際化の中で強力に進められてきたフィンランドの英語力育成

のための教育が成果をおさめて、公共図書館のライブラリアンは、外国人

から英語による質問を受けても、高度の英語力を発揮して、コンビュー

ターを活用して、即応できた。

それに加えて、フィンランドの法制度などに関しても、瞬時に英語によ

る説明ができるだけの情報が、フィンランド関係者の作成・発信するデー

タペースに集積されている。だから、全国教育委員会の総務部長は、筆者

との英語によるコミュニケーションに際して、フィンランド製の英語の法

律情報に瞬時にアクセスできた。そのため、筆者の疑問の大部分は、フィ

ンランド語の法律文書を翻訳するまでもなく、英語の法律情報に基づい

て、その場で解消したのである。

高度の教育基盤、コンビューターに象徴される豊富な情報基盤、高度の

英語力、このような基礎的なインフラがない限り、筆者の英語による質問

に対して、直ちに英語によって適切な情報を提供することはできなかった

はずである。

日本の公立図書館でも、行政庁でも、このような適切なサービスが得ら

れるだろうか。「まず無理だろうJと直感的に思うのは、日本では、教育

の基盤、情報の基盤、英語力の基盤が、いずれも不十分だからである。

こうして見ると、筆者の短期調査がフィンランドで成功したことは、偶

然の幸運ではなく、十分な理由がある当然の結果ということになる。

日本でこれらの基盤を築くためには、まず教育改革を実現することが必

須である。

咽ー3. 日本の過去を反省し、 100年後の未来を展望する

日本教育法制による国際人権法違反の問題は、どのような構造から起き
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てきたのだろうか。それが分れば、解決策を検討することも可能かもしれ

ないと思われる。

四一3-1.外国籍の子ども差別と「アバルトヘイトJ

日本政府による外国籍の子どもの差別の本質は何であろうか?

筆者は、一連の研究の結果、差別の根底には、教育上の「アバルトヘイ

トJ(人種隔離政策)が、潜んでいるのではないかと考えるようになった。

2006年教育基本法「改正J問題が大きな政治課題になったときのことだ

が、論議の焦点となったのは、「日の丸Ji君が代J教育に象徴されるよう

な日本だけに対する「愛国心J教育だった。

その際は、日本人学校 (1条校)に通学する外国籍の子どもの問題は、

中心的な課題として論議されることがなかった。日本に対するナショナリ

ズムだけが強調された。外国籍の子どもたちもそれぞれの母国があって、

それぞれの国への「愛国心」もナショナリズムも存在するはずなのに、そ

のことには注目されることがなかった。仮に、外国籍の子どもを il条校J

に入学させても、あくまでも、日本人の後継者を養成する教育目的を貫く

ことになるo 戦前から連続する外国人の日本への同化教育政策は改まって

いないから、 il条校」では、教育の内容は、「人類jの後継者の養成を目

的とするものにはならないのである。

これに対して、外国籍の子どもに対する日本政府の政策は、それぞれの

外国の人々の後継者を養成する「外国人学校」という「ゲットーJに囲い

込むことである。日本に居住する外国籍の子どもの親からは、税金(教

育費を含めたもの)を徴収するが、外国人学校には国庫助成を一切しな

い。だから、必然的に「外国人学校Jの教育環境は劣悪となり、必然的に

「ゲットー化Jする。そのことについて、日本の草の根社会の聞では、「正

義に反するJという観念も弱い。

他方、学費が高額だが、私立のmDISは、「人類Jの後継者を養成する

(施法 '11)44・2.158 (546) 
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ことを目的とする。日本政府は、 IBDISにも、国庫助成をしない。だから、

ますます学費は高額となる。その結果、外国人の富裕層の子弟だけが学ぶ

ことができる特権的なエリート学校となる。

IBDISには、国籍はなく、「インターナショナルJ(文字通りなら日本も

含まれる)な国際社会の学校なのに、日本政府はこれを外国人向けの学校

と解釈する。このことは、日本政府には、日本が国際社会に属するとの感

覚がないことを意味する。日本籍の子どもは、「人類Jではなく、「日本人

の後継者Jとして教育する必要があるとの固定観念があるために、 IBDIS

への通学を、原則として禁止する。その結果、日本籍の子どもの親は、学

校選択権を侵害され、日本籍の子どもは、パイリンガルの国際教育への権

利を剥奪されることになる。

これら2種類の「外国人学校Jは、ともに、日本法上は、外国籍の子ど

もが学ぶところとされ、日本籍の子どもが学ぶところではないと取り扱わ

れている。だから、政府は、知何に教育環境が劣悪でも、学費が高額で

も、放置する。

憲法98条2項は、「日本国が締結した条約及び確立された国際法規は、こ

れを誠実に遵守することを要すJと定めている。だから、日本政府には、

1948年国連総会が採択した世界人権宣言が人類の人権を保障するように

なって以降、その実施のために制定された国際人権条約を日本国が締結し

たことにより、これらを遵守する義務を負った。その結果、外国籍の子ど

もの義務教育への権利が保障されるようになり、外国籍の子どもの差別も

禁止されたのである。

ところが、日本政府は、憲法も国際人権法も遵守に不熱心だった。その

ことは、(その4)で詳述した。世界の諸国が人類の視点を持つようにな

り、欧州諸国の比較法研究で明らかになったように、外国籍の子どもの教

育への権利が保障されるようになってきた。にもかかわらず、日本は、日

本だけが他を凌駕して発展する人種差別的政策こそが「経済世界一Jにな
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るために必要だと確信したのではないだろうか。国際法の遵守よりも、日

本の経済発展の方が重要だと誤信したのであろう。戦後は、戦前の軍国主

義が経済主義に置き換わっただけで、自国中心・人種差別的政策には変草

がなかったのである。

このような経済優先の自国中心・人種差別政策が国策として維持される

なかで、戦後教育政策も、戦前の人種差別主義を放棄することをしなかっ

た。「国民Jを連呼する日本の政党も、ナショナリズムを引きずってきた

草の根社会に支えられていた。ここに、戦後日本社会の根本的な欠陥が

あったのではないか。

日本籍の子どもは、日本文化によって「日本人の後継者Jとして養成さ

れ、「世界最高の経済大国日本」を創ることができるはずだった。ところ

が、筆者が英国へ留学した1988年頃に頂点を迎えた日本の「繁栄」は、そ

の後、どうなったのだろうか。

「日本は先進国を追い越した。欧米から学ぶものは何もない。」と日本の

多くの人々が言い出し、筆者が留学していたロンドンの街路を肩で風を切

るように閥歩していた。ところが、世界の「新スーパーパワー」と持ち上

げられ45、自らもそのように自負していた日本の最近の落ち込みはとどま

るところを知らない。

その原因の大きな要因は、教育政策の失敗にもあるのではないだろう

か46
0 それは、上記の外国籍の子どもの差別に象徴される多くの重大人権侵

害を意に介することがなかった日本政府の失敗による。草の根社会も、そ

れを変革するだけの力をもたなかった。

国際化し、さらに世界化する地球社会の中で見ると、日本の教育政策の

結果はどうなっただろうか?

45 William Horsley & Roger Buckley， Nippon: New Superpower Japan Since 1945， 
1990， BBC Books. 

46 森崎通夫『なぜ日本は没落するか』岩波書鹿、 1999年。
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PlSAテストの結果では、日本は、フィンランドに遅れをとってしまっ

たことは周知の事実である。

事実上の世界共通話になった英語を自由に使えるパイリンガルの日本人

は、実際上は留学できる一部の富裕エリート層だけに限られる。東大や京

大を卒業した日本の「トップエリート」層の人々でも、パイリンガルの英

語力は獲得できていない。

筆者が本論文で推奨するような「公立jで「無償jのffiDISを今すぐ多

数設置することについては、論議さえ始まっていなし、。だから、当面パイ

リンガル教育を実現できないことは認めざるを得ない。

だが、前記したように英国法を導入することは日本でも今すぐにでき

る。このような政策転換が実現すれば、「外国人学校」と見られてきた

「非l条校JのIBDISへ日本籍の子どもの通学を認めることができるように

なる。

これまで日本の教育政策は、これを刑罰で禁止してきたから、このよう

な政策転換があれば、事情は一変する。少なくとも、高額の授業料を払え

る高額所得者は、日本籍の子どもをffiDISに通学させることが可能になる。

留学以外の方法で、日本に暮らしながらも、パイリンガルの日本人を養成

する道が開ける。

その後に、「北欧型」の「無償J且つ「公立JのIBDISを創設するため

の論議を起こすことが可能になるだろう。

これまでの、誤った教育政策の結果何が起こったのだろうか。

日本人の英語力は、 TOEFLテストの成績を見ると、経済協力開発機構

(OECD)諸国内は言うまでもなく、アジア諸国内でも最低レベルの成績

にとどまっている九日本と北朝鮮の受験者を比較すると、 TOEFLテスト

47 Sutra. TOEFL， p.lO.日本人のTOEFL(1)20l0年版報告書の町テスト結果(平均
点)は、 70点であり、アジア諸国で最低ランクに属する。この事実を冷静に見つ
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でともに最低点を取っているという説48がある。だが、念のために最新

データ (2010年版統計)を探したところ、日本の方が下位であった490

π革命のために急速に進む情報化社会では、大部分の情報は、事実上の
世界共通語である英語で発信されている。しかし、英語力不足の多くの日

本人は、コンビューターを持っていても、豊富な英語情報をスピーディー

且つ自由に活用できない。これでは、世界の動向を知ることもままなら

ず、ますます大きな流れから取り残されるしかない。

2∞3年に日本政府は、英語教育の改革のために、英語教員のレベルアッ
プを図る政策却を打ち出した。しかし、日本政府の新目標でも、英語教員

め、対応しようとすることに「自虐的Jと反発する人もいる。しかし、自らの立
ち位置を知ることをしなければ、日本が破滅する可能性がある。真の「愛国者J
であれば、自国を救済することを最優先する必要があるのではないか?r自虐的」
という言葉を氾濫させることで、日本の「危機Jを自覚できなくしてしまおうと
する人たちは、その結果としてやってくる日本の未来の破滅的な事態にどのよう

に責任をとるのであろうか?病気の治療に替えてみよう。自らの症状を見つめ、

その原因である病気が何であるのかを知ろうとしない限り、治療法を探すことは

できない。病気の真の原因を知ろうとすることは、「自虐的Jなのであろうか?
48 石弘光『国の借金j 講談社、 1997年。 2∞~2∞5年のデータでは、正しいと言

えないこともない。 cBT得点日本平均点191点で、アジアでは最下位から2番目で

ある。朝鮮民主主義人民共和国の190点が最低点。 τ'estand Score Data Summary 
200~・05Test Year Data. Test of English as a Foreign Language 1冶.ble10. TOEFL 

CBT Total and Section Score Meansl -Nonnative English-Speaking Examinees 

Classifi ed by Geographic Re副onandN組問Country2

htto:/ /www.ets.or1l"/Media/Research/odfl1、OEFlrSUM-0405・DATAodf 2011年5
月10日閲覧。

49 Supra. TOEFL， p.10.日本人のITOEFLの2010年版報告書のiBTテスト結果(平均
点)は、 70点であり、朝鮮民主主義人民共和国は78点である。

50 文部科学省「英語が使える日本人Jの育成のための行動計画(抜粋)(平成15
年3月31日)2.英語教育改普のためのアクション2.英語教員の指導力向上及び

指噂体制の充実[目標】 ro概ね全ての英語教員が、英語を使用する活動を積み
重ねながらコミュニケーション能力の育成を図る授業を行うことのできる英語力

(英検準一級、 TOEF日50点、 TOEIC730点程度以上)及び教授力を備える。J
ht旬://www.e-jes.org/03033102.pd跡search~'英語が使える日本人J の育成のため

の行動計闘I2011年5月10日閲覧。

(開法 '11)44・2.162 (5印)



外国籍の子どもの教育への権利と教育法制(その6・完)

のレベルは、 TOEFL(pBT)テストの成績が、 f550点以上Jという水準

でしかない。これでは、諸外国の大学院に入学する最低レベルの英語力

(pBT600点以上が標準)にさえ遠く及ばない。

日本の英語教員は、英語による授業を実施できるであろうか?これまで

のように、日本語で英語の授業を実施していては、パイリンガルの子ども

は育たない。このような小手先の教育政策では、 1∞年たっても、フィン

ランドに追いつくことはできないだろう。

外国籍の子どもを差別し、日本籍の子どもだけが利益を得るように「優

遇Jしていたつもりだったはずの「アパルトヘイトj教育政策に固執して

きた日本が行き着いた終着駅は、意図とは逆の結果を生んでしまった。日

本人は豊かになるどころか、全体として確実に沈んでゆくしかない。日本

という船に乗っている私たちは、子どもたちも含めて、ゆっくりではある

が沈み続け、やがては消えてしまうしかない。そのような悪夢に悩まされ

るo

四-3-2. フィンランド・モデルの場合

福祉社会を目指すフィンランドには、「分かち合いJの精神が、「無償」

の「公立j学校による教育政策の基盤にある。障がい者も、経済的弱者

も、外国籍の子どもも、差別しない。そして、フィンランド籍の子どもを

も、 ffiDISから排除することなく、パイリンガル教育の機会を保障してい

る。

上記で報告したように、通常「公立J学校ばかりか、 IBDISでさえも、

給食費を含めて教育は「無償Jである。校舎も街路も日本の私立学校のよ

うに「ぴかぴかJではない。だが、どんなに貧しい家庭の子どもも、世界

最高の教育を受けられる。

IBDISは、主として外国生まれの英語力を持つ子ども向けに創られた学

校ではあるが、フィンランド生まれの子どもの親も、パイリンガルの英語

(間法 '11)44・2.163 (551) 
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カを育てたいと考えるなら、ここに子どもを入学させることができる。子

どもに英語を主要教育言語とするパイリンガル教育を受けさせたいという

親が多ければ、需要に応えて新しいIBDISを増設するというのが、政府の

政策である。そのために、大学と地方当局が協力して、専門の教員を常時

養成している。

フィンランドでは、障がい児も特別の教育支援を受けられる。入試競争

は日本のような激しさではない。だからだろうが、学校閲格差も学内格差

も小さい。その結果、 PlSAテストではOECD諸国でトップレベルの成績を

維持しているのである。

四-3-3.1∞年先の教育の展望

それでは、日本籍の子どもだけでなく、日本に住む外国籍の子どももと

もに豊かな教育を受けることができるようにする道はないのか?

後述のような政策を採用すれば、日本の落ち込みをとどめ、浮上に転換

することができるだろう。

そのまえに、若干の検討を要する問題がある。 100年後はどのような社

会になると予想できるのか?そこでは、人々は、言語をどのように使いこ

なしているだろうか?そのための教育は可能なのか?その教育には弊害が

ないのだろうか?

四-3-3-1.100年後の社会と言語

四一3-3-1-1.超高度情報化社会の到来

ソフトパンク社長の孫正義氏は、 30年後の社会は、高度の情報化社会に

なり、コンピューターは人間の頭脳を凌駕する能力を獲得すると予測して

いる510

それでは、 100年後は、どのような社会となっているのだろうか?30年

51 前掲孫正義氏講演。

(施法 '11)44・2，164 (552) 
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後の社会がさらに発展して、超高度情報化社会が到来しているだろう。

情報は、言語によって保存され、交換される。すでに、情報交換には国

境がほとんどなってきている。 1∞年後には、地球上の情報の交換の観点、

からは、国境は意味が無くなっているであろう。人々は母語以外の世界の

共通語によって、自由に情報を交換するようになるだろう。

大部分の情報の蓄積は、世界共通語によってなされ、その量は桁違いに

膨大なものとなるだろう。そのような情報を交換するコミュニケーション

は想像もつかないほどの超スピードで行なわれ、膨大な情報処理を必要と

するようになるだろう。

人々は、パイリンガルの能力を備えるようになるので、通訳を介するこ

ともなく、共通語を自由に使いこなして直接に情報交換するようになって

いるだろう。

人々の母語は未だ存続しているであろう。異る母語同士の間では、翻訳

は機械によって自動的になされるようになるだろう。しかし、共通語によ

る直接の情報交換の方が、正確且つ便利だから、広く活用されるだろう。

共通語を自由に操作できなければ、どのような仕事も、生活もできなくな

るだろう。

四-3-3-1-2.1∞年後の未来世界の共通語と教育

それでは、どのような言葉が共通語になっているだろうか?

現在の世界情勢から考えるなら、自然の成り行きとして、現在以上に英

語が共通語としての確固たる地位を占め続けるだろう。英語は、生きた言

葉だから、エスペラントのような人造語に比べて、内容が豊富である。他

の国際語よりも、文法が簡略である点も、共通語としての存続に有利では

ないか。

「英語帝国主義Jという批判もあった。 1919年、多国間国際機関である

国際連盟ができた当時は、英語とフランス語が国際語としてしのぎを削っ

(随法 '11)44・2.165 (5日)
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た。言語を制する者が、国際政治でも有利な立場を築くことができた。国

連ができてからも、公式には国連用語として6言語(英語、フランス語、

スペイン語、ロシア語、中国語、アラビア語)が使われた。

だが、現場では、英語が最も簡便な共通作業言語として活用されてき

た。

欧米列強諸国による植民地獲得競争が繰り広げられ、支配者が使用する

言語が被支配者にも強制されることもあった。それは、歴史が示すところ

であるo

後発日本までが、植民地支配獲得競争に参入し、武力によるアジア諸国

への侵略を繰り広げた。その際、日本は、韓国など被支配国民族を皇国臣

民として同化する政策を採り、母語を奪って日本語を強制した。しかし、

それらの諸国が戦後独立を果たした後は、日本語は、日本の植民地支配を

嫌った被支配民族から嫌悪されることとなった。結局、日本語は、アジア

の支配的な言語とならなかった520

英国の植民地支配を受けた米国、インドなど膨大な人口を擁する諸国

は、英国による植民地支配に対して、武力的な抵抗又は非暴力の抵抗によ

る独立運動を経て独立を果たしたo だから、英国に対して批判的な歴史認

識を持っていたはずである。にもかかわらず、独立後も支配者の言語であ

る英語を廃止せず、共通語として使用し続けた。英国支配下にあった植民

地は、独立後も、園内の共通語として英語を活用してきた歴史がある。そ

れは、なぜなのだろうか?

そのほか、アジア太平洋圏には、カナダ、オーストラリア、ニュージー

ランドのような英連邦に属する国や米国の植民地だったフイリッピンのよ

52 韓国のソウル大学では、未だに日本語を教えていない。筆者は、韓国語ができ
なかったので、韓国訪問時は、できる限り英語を使ってコミュニケーションを行

なった。韓国の人々の日本語に対する敏感な感情を考慮して、日本語を使うこと

を差し控えたのである。

(髄法 '11)44・2.166 (554) 
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うに英語を共通語として活用してきた諸国も少なくない。

フランス語圏、スペイン語圏のようなヨーロッパの言語を使ってきた

人々も、実益をともなうからか、(表1)のTOEFLの得点に垣間見ること

ができるように、最近では英語に習熟してきたように見える。

それはなぜなのであろうか?

IBデイプロマの2010年の統計年報で興味深いグラフを見つけたので、

(図2) として、下記に紹介しておきたい叫(図2)は、 moプログラムをど

の作業言語(主要な教育言語)で教えているかを調査し、作業言語別に

年次変化を示しているo2∞6年から2010年までの5年間のmOIS学校数が
グラフでわかる。言語割合では、 2010年でみると、英語 (88.26%】が圧

倒的に多いロ驚いたのは、フランス語割合(1.25%】が、スペイン語割合

(10.49%]よりもー桁も少ないことである。筆者は、国連人権会議に何度

も参加した経験があるが、そこでは、英語とフランス語が作業言語として

使われてきていることを経験してきた。その筆者の感覚とは逆の統計結果

を見て、意外だったのである。しかし、予想通り、英語を使って教えてい

るIBOISが圧倒的に多いことは動かない。この傾向は、 5年間の聞にわず

かではあっても増加しており、 10年後には英語割合は、 90%を越えるので

はないだろうか。この(図2)は、世界的に英語を主要言語にするパイリ

ンガル話者が、着実に増加しつつある客観的事実を示している。

53 Supra.吋beIB Diploma Programme statistical bulletin， May 2010 examination 
session" ，Graph 2.1. 

(胞法 '11)44・2.167 (555) 
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図2:旧DIS数の作業言語別年次変化2006年から2010年

Graph 2.1 Number of schools following the Diploma Programme by worklng language 
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日本、総園、中国のような漢字文化閏諸国でも、英語を筋l外国語とし

て教育を推進してきたことも、英語に有利な流れを促進したであろう。

これらを総合すると、 2011年現在、英語はすでに事実上11';:も広範囲な通

用力を持つ世界共通語の地位を獲得していると見てよいのではないだろう

か。現在すでに、インターネッ トの世界では、英時が他を圧して最大の情

報i原となっていることは、周知の事実である。

100年後には、英語が世界共通語の地位をますます高め、情報交換がよ

り緊普且つ頻繁になされるようになるだろう。好悲をIIHわず、国際化 ・世

界化の流れを拒否することはできない。超高度の情報化 ・国際化社会が到

来する。だから、英語と母語のパイリンガル能力を備えた人々が、活発に

活脱する時代になることは確実である。世界に共通話としての通用性をも

たない母語のみでは、とうてい超高度情報化社会に貢献できないだろう。

その時代には、翻訳や通訳を待っていては、変化のス ピードについて行く

ことは不可能である。そのような社会が到来すると予想できる。

だからこそ、将来は、「教育を受ける柿手IJJの内谷はより充尖したもの

(llIW， '11) 44・2.168 (556) 
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となり、世界中どこでも、英語と母語のパイリンガル教育をすべての人の

ために保障する国際法及び圏内法が整備されるに至るであろう。

四-3-3-2.天才だけがパイリンガルになるのか?

それでは、天才だけが、パイリンガルになれるのだろうか?日本では、

そのような誤解が存在する。それは、パイリンガル教育の経験が乏しいこ

と、日本教育法がIBDISのバイリンガル教育を日本籍の子どもに対して、

原則的に禁止してきたことが原因になって、信じられてきた「迷信Jと

言ってよい。

成人になるころから外国語を真剣に学ぶようになった日本人の各界の著

名人たちの悪戦苦闘ぶりについては、相当広く知られている%筆者は、法

律家だが、生涯悪戦苦闘し続けても、到底パイリンガルの言語能力を獲得

することができなかった。外国語を十分聞き取ることができないことが最

大の悩みである。多くの外国語の研究者・教員自身も、相当の苦労を重ね

ても、パイリンガルの能力を獲得できなかったのではないか。長年の留学

などの苦心惨憶の果てに、パイリンガルに近い程度にまで外国語習得に成

功した人々もないわけではなかったが、それらの人々は、少数だった。だ

から、例外的な語学の「天才Ji逮人Jとして噂敬されたのであろう九

しかし、筆者は、「母語を学ぶことができる言語能力がある子どもなら、

早期に教育を始めれば、誰でもパイリンガルになれる。」と確信しているo

早期とは、耳の生理的能力が固定されてしまうという5歳ころまでの幼児

期から始めるのがよいと思う。

なぜそう確信するようになったかの理由を開示する必要があろう。

筆者は、前述したように、日本法によるパイリンガル教育を実施して

54 岩波新骨編集部編『英語と私J(岩波新世)2(胸年、岩波書底。
55 斎藤兆史『英語逮人列伝一あっばれ、日本人の英語J(中公新書)、 2∞o年、中
央公論新社。

(臨法 '11)44・2.169 (557) 
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いるIBDISへの入学禁止政策にもかかわらず、子どもに幼いときから、

ffiDISの英語と日本語のパイリンガル教育を受けさせてきた体験を持つ。

筆者の子どもだけでなく、そのクラスメートたちは、普通の子どもたちに

見える。だが、 ffiDISでは、パイリンガルはもとより、 トリリンガルの能

力を備えつつ成長している子どもさえある弱。

四一3-3-2-1.パイリンガル話者は、環境が育てる

パイリンガル環境では、パイリンガル話者が育つ。したがって、教育次

第でパイリンガル話者を育てることは可能である。経験が教えるところだ

が、早期に始めるほど、教育効果が上がる。幼児期に始めれば、有利であ

ることが知られている。

ヨーロッパでは、複数の言語が同じ図の中で使用されていることは珍し

くないから、複数言語を使いこなすようになる人々も少なくない。カナダ

のように、英語とフランス語のパイリンガル地域を持つ諸国もある。移民

の国である米国は、多民族がともに暮らす「柑禍Jだから、パイリンガル

話者はめずらしくない。インドのように、地域によって、多数の言語が使

われ、教育などの共通語として英語が使われている図も同様である。

四一3-3-2-2.パイリンガル話者は、教育が育てる

大多数の日本人のように、「単一文化・言語神話」を信じている国もあ

るo だが、世界的に見ると例外的な存在であろう。筆者も、 1960年代終わ

り頃の大学生当時は、「英語はごく一部のエリートしか必要ないJと信じ

ていたが、時代の流れを読めていなかった不明を恥じるしかない。いまで

56 筆者の体験は、すでに先進的な研究者によっても裏づけられていると雷ってよ

いであろう。 JACETパイリンガリズム研究会絹 f日本のパイリンガル教育:学校
の事例から学ぶ』三修社、 2∞3。
(飽法 '11)44・2.170 (558) 
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も大学教育の最先端でも同じ考え方が生きている570

日本の国際化を推進するために、「英語を第2公用語にすべきだJという

説話があるが、「過激だJと批判する人も少なくないだろう。しかし、格

差社会を創らないためには、居住者すべてに英語を習得する権利を保障す

る必要がある。情報化社会の到来は、そういう時代の到来を避けがたくし

たのである。そうでなければ、人類は、一部の「エリート」層と「被支配

者J層に分断されることになるだろう。

実際には、日本にもパイリンガル教育を実践して、少数民族の言語を保

持しようとする民族教育が生きている。たとえば、朝鮮学校の事例に注目

するなら、地域社会でも家庭でも日本語を使いながら、学校では朝鮮語に

よる民族教育を受けている子どもたちが多数いることを知ることができ

る弱。その結果、日本で、朝鮮語と日本語のパイリンガル話者が多数育って

きていることは、周知の事実である。日本政府と社会から弾圧、冷遇され

続けてきたにもかかわらずω、パイリンガル教育が、日本に存在し続けてい

ることは特筆に価する。

さらに進んで、「越境人Jの育成を目指す、韓日英のトリリンガル教育

への挑戦も始まっている610

朝鮮学校よりも数はずっと少ないが、前述のとおり、日本にあるffiDIS

では、英語によるIBO認可による国際教育を受けている子どもたちは、パ

57 外国語をマスターする大学教育を実銭している教員も、まだエリート教育を目

指しているのだと思われる。関口一郎 rr学ぶ」から「使うJ外国語へ一度臨義
塾藤沢キャンパスの実践J(集英社新書)、集英社、 20∞年。
58 船橋洋一『あえて英語公用語論J(文春新書)文蛮春秋、 2ωo年。
59 高賛傭 f国際化時代の民族教育:子どもたちは虹の橋をかけるj東方出版、

1996。
ω 金徳能 f朝鮮学校の戦後史 1945-1972J社会評論社、 2∞2年。
61 2008年創設され、 2010年に各種学校となった、大阪府箕面市の「コリア国際学

圏中等部・高等部jは、緯国語、日本語、英語のトリリンガル教育に挑戦し、「越

境人Jを育てようとしている。 h伽://www.kis-korea.or2'1 2011年5月10日閲覧。

(龍法・11)44・2.171 (559) 
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イリンガル教育を受けている。家庭と地域社会では日本語なと・母語を使っ

て暮らし、学校では英語による教育を受けることで、英語と日本語のパイ

リンガルの能力を獲得している。

早期教育、教育方法、環境次第では、誰でも、十分パイリンガル能力を

持つことは可能である。それを証明する実験段階は、遅まきながら、日本

でも完了していると言ってよい町

外国語環境の重要性を示唆する事例がある。言語環境を変えるには、留

学することが最善の対策であることはよく知られている。現在の韓国で

は、早期米国留学によって英語を子どもに学ばせるエリート教育が、「キ

ロギJ(渡り鳥の雁)現象として社会問題化している。日本も、このまま

mDISで学ぶことを禁止し続ければ、同じ現象が起きるに違いない。

しかし、高度情報化時代では、口技術とコンビューターの活用によっ

て、英語環境を創ることが可能になった。これを多数の公立のIBDISの設

置と組み合わせることで、環境条件は一変する。

前述したとおり、 1919年一般的な多国間国際機構である国際連盟が創設

され、ジュネープの連盟本部で働く国際スタッフの子どもたちの教育の必

要上生まれたのが、 ISOGである。そこから、 IBDISが生まれ、発展して

きた。国際連盟発足後、ほほ90年が経過した今、 IBDISは、爆発的発展を

しつつある。 i5年間で倍増するJというハイペースで増加し続けている。

2020年には、世界中で10000校にも逮すると予測されている。

この成功は、パイリンガル教育のノウハウと実践が世界のIBDISにより

蓄積され、パイリンガル教育が世界中どこの国でも、誰に対しでも、十分

可能であることを証明したことを示している。

62 中島章夫・大迫弘和著『この国の未来を創る学校:日本型国際学校の可能性j

創友社、 2006。前掲『日本のパイリンガル教育』。
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それ以上に、注目すべき新しい現象が起きている。英語国である米国、

英国のみならず、非英語国である「北欧型」諸国でも、公立mDISが多数

設置され、「無償Jのパイリンガル教育が提供されるようになってきた円

今後、この傾向は、より急速に進行するであろう。

これは、パイリンガル教育が、すでに現代世界のあらゆる人々にとって

必要な、必須の教育になりつつあることを如実に示していると考えられ

る。

ところが、日本はこの流れに完全に取り残されてしまった。その原因は

どこにあるのだろうか?

日本の中学・高校では、「日本Jでしか通用しない大学入学試験向けの

「受験英語Jの教育がなされる。その教育は、日本語で教授される。大学

での英語教育も同様で、文法と英文和訳中心の日本語による教育方法が守

られている。

日本では、英語力は、英語によるコミュニケーション能力ではなく、日

本語への翻訳能力で測られてきた。日本の大学院の入学試験問題を作成し

た経験がある。過去聞を見ると、ほとんどすべて英文和訳問題であった。

「これでは、英語の試験ではなく、日本語試験なのではないか?Jと疑問

に思い、 τひEFLをまねた試験問題を作成したが、異例のことだった。
「一体、英語の入試が必要なのか?語学検定の結果をもって入試に換え

ることができないのかけと教授会で議論したが、伝統を変更することは

不可能であった。持があかないので、「日本の大学の改革は不可能?Jと、

それ以上の論議をあきらめたo

日本の大学の英語教員と何度も論議したことがある。

だが、このような「日本的な英語教育は正しいJとする教員が多数いる

63 非英語国である「北欧型J諸国が無償公立mDISを整備してきていることにつ
いては、最近のB研究でも、十分に明らかにされていない。前掲相良ほか『国際

パカロレア』参照。
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ことがわかった。小学校に英語教育を噂入することにさえ反対する教員が

少なくない。

幼児期からの、耳と口で学ぴ始める早期のパイリンガル教育は誰にでも

できることは、経験上明らかなのだが、惑いことに、多くの日本の大学教

員は、 IBDISの存在を知らない。「パイリンガル教育は、日本人としての

アイデンティを壊し、日本語習得が不十分になる。言語教育として有害で

あるJと固く信じている大学の英語教員も少なくない。

韓国では、 1997年金泳三大統領が、小学校 (3年生)に英語授業の導入

を決断し、断行されたへ韓国より14年遅れで、 2011年から小学校 (5年生)

に英語教育が導入されることになったが節、何よりも困難があるのは、英語

で授業をすすめることができる教員が少ないことである円英語教員は、上

記のような日本的英語教育を受けてきたo だから、同じ問題を持つ韓国と

日本で、『英語は絶対勉強するなjという本67がベストセラーになるという

現象が起きている。

筆者は、「誰でもパイリンガル教育を受ける権利があるjと信じているo

64 河合忠仁「第1編第1章韓国J大谷泰照[ほかl編著『世界の外国語教育政策・
日本の外国語教育の再構築にむけてj東信堂、 2∞4、5-43頁。韓国の教員養成に
関する本研究成果は、日本でも十分に参考にする必要がある。

65 文部科学省『新学習指導要領・生きる力保護者用パンフレット(平成22年作

成)Jr学校・家庭・地域が力をあわせ、社会全体で、子どもたちの「生きる力」
をはぐくむために~新学習指導要領スタート-Jには、「外国語教育を充実しま
すJとして、 5年生、 6年生に秀時間の英語の授業を新設して、「生きる力Jを育
てるという新政策を2011年から実施することが報告されている。

h伐D://www.mexljlo.jD/a_menu/shotou/new-cs/DamDhlet/1297332.h卸12011年5月
14日閲覧。
66 武久文代「第2編第2章「先進国Jから見た日本の外国語教育一ー早期外国語教
育を考える一一J前掲大谷他編著 f世界の外国語教育政策』、 483-493頁。
67 鄭税容箸・金淳鏑訳 f英語は絶対勉強するなjサンマーク出版、 2∞1年。同書
の原著は、韓国で出版されたが、ベストセラーになった。韓国でも、日本と同じ

訳統中心の授業がなされているので、日本と同じ教育方法の誤りがあり、その反

省がなされつつあるようである。日本の植民地支配当時の外国語教育の伝統がま

だ生きているのであろうか。
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だが、日本では語学教育の問題点について、専門家の関で延々と論議が続

いている叫この趨勢を見ると、これまでの教育方法を改めて、パイリンガ

ル教育に切り替える政治決断がなされることは、当面考えられない。現状

では、日本語による英語の授業をやめ、幼児からのパイリンガル教育に切

り替えることは、日本では困難なことだろう。「百年河清を侠つ」ことに

なろう。

その結果、日本では、パイリンガル教育は、少数の「エリート教育jに

とどめられてしまうことになるD その結果、一部の「特権階級Jを生む結

果となるo 全体としては、英語力が不自由なままにとどまる結果、世界

の流れから大きく立ち遅れて69、日本は経済的にも沈み込んでゆく結果と

なってしまったのであるo このまま放置すれば、悪循環を止めることはで

きないだろう。

問題は、これを実現する政治的な決断ができるかどうかである。日本で

は、それが最も困難な壁になるだろう。 1∞年経ってしまっては遅い。今、

政治的な決断をし、パイリンガル教育への改革を進める準備を始める必要

がある。今準備を始めれば、 100年後には、「北欧型J諸国に追いつくこと

が可能になるだろう。

68 世界の外国語教育についての日本人研究者による研究成果は、日本のこの分野

の専門家の関心と研究水準を示すものとして、興味深い。前掲大谷他編著『世界

の外国語教育政策j、にはかなり重要な指摘がある。とりわけ、大谷泰照「第2編
第1章 国際的に見た日本の異言語教育Jは、日本の教育、なかでも語学教育が
なぜ後進的なのかのポイントを的確に捉えて批判している。問題は、その欠陥を

どう克服するかであろう。

69 前掲大谷他編著『世界の外国語教育政策jは、最近の世界のIBDISの爆発的な

発展の状況、日本教育法制度による日本籍の子どもに対する「非1条校JIBDISの
パイリンガル教育の禁止によって親の学校選択権が侵害されていることが及ぼす

影響など日本の法制度が持つ重大な問題点には研究が及んでいない。立ち遅れた

日本の外国語教育に関する鋭い視点をもって世界的な比較研究を行なってきただ

けに、残念でならない。
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四一3-3-3.100年後の教育を実現するプロセス

それでは、どのようなプロセスを経て、 100年後に新しい教育の完成を

見ることが可能になるであろうか。

筆者は、フィンランド・モデルから学ぶことによって、以下のプロセス

を提案したい。

第1に、 2020年までに、憲法98条2項の定めるように国際法、とりわけ世

界人権宣言以下の国際人権法を遵守し、外国籍の子どもの差別をやめ、日

本籍の子どもの人権をも同様に保障する政策を採用することが肝要であ

るo

その教育は、真実を尊重しなければならない。

フィンランド憲法16条が定めるように、以下の教育の権利を保障するこ

と。

「なにびとも、無償の基礎教育を受ける権利がある。教育を受ける義務

に関する規定は法律によって定められる。

公共当局は、法律によってより詳細に規定するように、何人に対しで

も、能力及び特別のニーズに応じて他の教育サービスを受ける平等の機会

並びに経済的困難によって妨げられずに自らを発展させる機会を保障する

ものとする。

科学、芸術及び高等教育の自由は保障される。」

第2に、 IBDISを「公立J学校として多数設置し、その教育は「無償J

とする。

上記のように、フィンランド・モデルを導入し、「何人に対しでも、能

力及び特別のニーズに応じて他の教育サービスを受ける平等の機会並びに

経済的困難によって妨げられずに自らを発展させる機会を保障するJとい

う立法をするo だから、国には、「経済的困難」のある者にも公立IBDIS
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のパイリンガル教育についても「平等の機会」を与える責務がある。

貧しくても、国籍が異なる子どもたちもともに学び、世界の共通語とし

ての英語と母語をともに学ぶことによって、パイリンガルの教育を達成す

る。それを目標に、今から研究を開始し、準備を始める。

前提条件 これまでの日本の英語教育の観念を捨てる。

これまでの英語教育から、パイリンガル教育に転換する。

問題は、教員養成である。

第1段階は、 2020年までに「公立JIBDIS設置に向けた準備を行なう。

フィンランド等「北欧型JIBDISの教員養成の方法を研究し、新しい教

員の養成方法を作り出す準備を開始する。

英語教員の英語力を1ひEFL550点という低いレベルに留める発想を捨て

る初ことが最重点課題となる。

あらゆる科目について、パイリンガルの能力を持つ教員を養成し続ける

スピードが、その後の公立ffiDIS設置のスピードを決めることになるので、

教員の語学力は、パイリンガルを目標にする必要がある。最初は、少数の

パイリンガル教員しか得られないかもしれないが、一旦公立ffiDISの創設

に成功すれば、その卒業生を教員に採用することで、さらに多くの公立

IBDISの増設が可能になるであろう。

教員のための環境整備:一人l台のモパイルコンピューターを教員と教

員養成機関の学生に与える。

教員のための教材整備:コンテンツの開発を研究する。

①ImDISの授業を活用する。

70 これは、途中経過のステップとしては必要かもしれないが、最低6∞点でも足
りない。ただし、最低レベルを決めるのではなく、最高レベルの目標として、「パ

イリンガルJの能力を目標とすべきである。ただし、教員全員が、ただちにパイ
リンガルとなることは想定する必要はない。これは、やがては達成されるはずの

努力目様である。
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②英語圏のビデオなどを字幕抜きで活用し、インターネットを経由して

広く配信する。

現在の英語教員も英語による授業ができるパイリンガルの教員となれる

ように長期的に生涯教育の機会を保障する110

すべての教科について、パイリンガル教育を可能にする教員の養成を目

標にする。

mDISでの実習を活用し、卒業生を教員に採用する方法をとれば、長期

的にはパイリンガルの教員を養成することは可能になるのではないか。

これらの教員のなかから、パイリンガル能力を獲得した教員を、後述の

公立mDISの教員として採用する。

第2段階は、 2020年に実験的な公立IBDISを創設する。

2020年には、 mDISモデル公立校(小、中、高の一貫校)を、各都道府

県に最低でも各1校創設する。

少子化が進み、 2020年には、公立校でも1クラス20名程度(現在の

IBDISのクラスサイズの標準定員)に近いクラスサイズを実現できるよう

になろう。

子どもの教育環境の整備:全国の公立学校生徒に一人l台のモパイルコ

ンビューターを与える (2020年に開始する)九

各都道府県所在の教員養成機関との連携を図る。

すべての教科についてパイリンガル教員を継続的に養成するために、努

力を継続する。

第3段階は、 2030年までに、公立IBDISの着実な増設を継続するシステ

71 最低4∞0時間程度は英語環境に波れるような機会 (ffiDISの授業に参加するだ
けでなく、インターネットを通じた英語環境を活用する)を保障する。

72 前掲孫正義講演参照。
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ムを創設する。

第2段階のIBOISモデル公立校を活用した教員養成大学の改革を進める。

第4段階は、 2030年以降、公立IBOIS卒業生の中から選抜し、大量のパ

イリンガル教員の養成を図る。

モデル校の卒業生の職業選択の自由があるので、全員を公立mOISの教

員として採用することはできないが、相当数の卒業生が教員を希望するよ

うになることを期待する。

希望者全員を入学させることができるように、漸進的に公立mOISを増

設し続ける。

全国の公立学校のためにパイリンガル教員を養成し続ける。

第5段階は、すべての公立校でパイリンガル教育を実現する。

これは、 100年後の2110年ごろに実現する。

第3に、人類の後継者を養成する国際教育を保障する。

これは、世界人権宣言と国際人権法の定めに従うことで可能になる。

このような教育の貢献により、 l∞年後には、偏狭なナショナリズムを

克服することができることを期待する。

日本は、近隣諸国の人々のみならず、世界中の諸国民とともに連帯の精

神に基づいて、友好的な関係を発展させ、平和と繁栄を享受することがで

きる。

このことにより、アジアはもとより、世界で、人類が平和に暮らせるよ

うになることを期待する。

(飽法 '11)44・2.179 (567) 


